
５６８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２０００年
１１月

２２ あっせん利得処罰法
成立．

２７ 自民党
政府に株価対策を要望．

２４ 共産党
第２２回共産党大会（不破哲三議長，志位和夫
委員長，市田忠義書記局長の人事を了承）．

２９ 高度情報通信ネットワーク社会形式基本法
（IT 基本法）
成立．２００１年１月６日施行．

１２月 ５ 第２次森喜朗改造内閣
発足（宮澤喜一蔵相（留任），堺屋太一経企
庁長官（留任），平沼赳夫通産相（留任））．

１９ 森喜朗首相
０１年発足の経済財政諮問会議のメンバー１０名
を発表．民間人メンバーに奥田碩トヨタ自動
車会長ら４名．

１１ EU首脳会議
東方拡大に道を開くニース条約に合意．

１９ 政府
０１年度の経済見通しと経済運営の基本的態
度 閣議了解 名目１．０％ 実質１．７％．

１５ 政府
０１年度からの５年間の中期防衛整備計画を決
定．総額２５兆円で，年平均伸び率は０．７％．

２０ ニューヨーク株式市場
株価急落．ナスダック終値，２４００ドル割れ．

２３ 国連総会
日・米の国連分担金引き下げ決議を採択（日
１９．６２９％ 米２２％に）．

２００１年
（平成１３年）
１月

７ 森喜朗首相
アフリカ３ヵ国とギリシャ歴訪（～１月１５
日）．

６ 中央省庁
再編，１府１２省庁へ．大蔵省は財務省．金融
再生委員会は金融庁に引き継がれる．

２０ ジョージ・W・ブッシュ
第４３代米大統領に就任．

１４ 森喜朗首相
森首相，金庫株の解禁を検討．

２３ 額賀福志郎経済財政相
KSDからの資金提供問題の責任をとり辞表
提出（後任に麻生太郎元経企庁長官）．

１９ 日本銀行
日銀，金融政策決定会合，資金供給策の拡充
検討．



５６９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１５ イー・ウイング証券，日本オンライン証券

０１年３月の合併を発表．
２２ 光通信

定例株主総会で株価急落の責任追及（２月に最高
値２４万１０００円まで上昇した株価は，１０月末には
１６１０円まで下げ，００年の下落率トップ）．

１６ 国土審議会政策部会，同土地政策審議会
２１世紀の国土計画のあり方に関する報告をとりま
とめる．従来，開発一辺倒だった国土計画を利用
や保全の要素を加味した「国土管理」重視へと転
換するため，現在の全総と国土利用計画を統合し
て１つの基本計画を作成するよう求める．

２７ 名古屋地裁
第１次名古屋南部大気汚染公害訴訟で，排ガスな
どと健康被害の因果関係を認め，国と企業に損害
賠償などを命じる．

２７ 日本版REIT
解禁（改正証券投資信託法，施行）．

２９ 鹿島建設
花岡事件訴訟で，５億円の被害者救済基金を設立
することで和解成立．

３０ 東京相和銀行の金融整理管財人
WLロス・アンド・カンパニーとの基本合意契約
を解消．

３０ 松下電器産業
事業部制を解体，製造部門切り離しを骨子とする
中期経営計画を発表．３０以上の製造拠点を統廃
合．

３０ 改正保険業法
成立（原則７０歳以上の高齢者に一割負担）．

９ 損害保険契約者保護機構
第一火災海上保険の受け皿会社決まらず，損害保
険契約者保護機構が受け皿になる方針．

１ BS（放送衛星）デジタル放送
開局．NHK・民放８局のテレビ１０チャンネル，
音声放送（BSラジオ）２３チャンネル，独立デー
タ放送１９チャンネル．

１６ 金融再生委員会
信用組合関西興銀と東京商銀信用組合とを破綻認
定．

８ 仏スーパーマーケットチェーンのカルフール
日本１号店が千葉・幕張で開業．

２１ 金融審議会
異業種の銀行業への参入に対応した監督・検査の
最終報告．

８ 京王電鉄
痴漢防止策として，女性専用車両を設けた電車を
試験運行．０１年３月２７日深夜帯に本格導入．０１年
７月２日 JR東日本埼京線でも導入．

２９ 朝銀近畿信用組合
破綻処理申請．金融再生委員会，破綻を認定．

１２ 日本の企業連合７社，台湾高速鉄道
台湾新幹線への日本の新幹線システム導入に調
印．

１５ 東京都
ディーゼル車の排ガス規制を全国で初めて盛り込
んだ環境確保条例が成立．

１７ 京福電気鉄道
東古市駅付近でブレーキの異常による電車の正面
衝突事故発生，１人死亡，２５人重軽傷．

２５ 日石三菱，帝国石油
０１年４月に共同出資会社を設立，天然ガス小売り
事業に参入と発表．

２６ NTT東・西地域会社
１２月上旬に ISDN（総合サービスデジタル網）契
約数が１０００万回線を突破したと発表．

３１ 情報技術振興を目的とするインターネット博覧会
「楽網楽座」（インパク）
沖縄で開会式．

１ 国土交通省
０１年度の公示地価調査は，二極化把握を正確にす
るため，大都市圏で調査地を拡充する予定である
ことが報道される．まず東京圏５２０地点追加．

１ 朝日新聞社，日本経済新聞社
電子メディア事業で提携．

４ 日本債券信用銀行
行名変更，「あおぞら銀行」スタート．

８ トヨタ自動車，米ゼネラル・モーターズ社
提携強化を発表．トヨタが０２年にも GMの新型
車を輸入し自社ブランドで発売．燃料電池車分野
でも共同開発．

４ 即時グロス決済（RTGS）運用開始． ９ トーメン，ニチメン
バイオ事業を４月に統合と発表．



５７０

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００１年
１月

２５ 河野洋平外相
外務省機密費流用に関する調査報告者を発
表．

２６ 総務省
００年平均の全国の消費者物価指数（９５年＝
１００）の総合指数は，前年比０．７％低下の
１０１．５．調査を開始した７０年以来最大の下落
幅で，初の２年連続マイナスを記録．

３１ 政府
０１年度の目標成長率１．７％と決定．

２月 ８ 内閣府
００年７～９月期の実質国内総生産（GDP，
季節調整値）が年率換算で２．４％減と発表（００
年１２月発表の速報値は１．０％増．過去最大の
改定幅）．

９ 与党３党
株価対策の中間報告を森喜朗首相に提出（金
庫株の解禁や株式の投資単位引き下げに必要
な法整備を今国会で処理することなどを盛り
込む）．

１３ 政府
確定給付型の企業年金制度の３制度への再編
案を決定．



５７１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１５ 国土交通省

国や地方自治体が公共事業用地を強制的に取得す
るための手順を定めた土地収用法改正案の骨子を
まとめ公表．道路，鉄道などの対象事業を認定す
る際に国や自治体などによる周辺住民向けの事前
説明会や公聴会の開催を義務付け，手続きの透明
性を図る．

１０ ダイエー
新営業戦略を発表．３年以内に食品スーパーを除
く２８０店を改装し，主力の総合スーパーなどから
新型商業施設に転換．

２２ 日本銀行
００年９月末の家計保有の株式１０２．６兆円．家計の
金融資産に占める割合７．４％．株式離れ広がる．

１０ 松下電器産業
松下電子工業の吸収合併を発表．合併は４月１日
付．

２３ 主要証券７社
国債の電子取引市場を創設．

１０ 移働電話の普及率が５０％を突破．各社発表．００年
末（稼働ベース，速報値）で５０．３％．

２３ 額賀福志郎経済財政相
KSDからの資金提供問題の責任を取り辞表提出．

２３ 新日本製鉄，仏ユジノール
包括提携を発表．自動車用鋼板を柱に相互技術供
与や共同開発など．

２４ 財務省
円建輸入比率００年下半期２３．５％．輸出は３６．１％．
初の公式統計．

２３ 日立製作所，富士電機，明電舎
送変電・配電分野で提携と発表．

２５ 東京相和銀行の受け皿行
米ローンスターに決定．

２４ マイカルグループ
「新中期３ヵ年計画」を発表．５０店の赤字店閉
鎖，２７００人の人員削減などが柱．

２６ 地方赤字債（０１年度政府引き受け分）
すべて変動金利に．

２５ 三菱商事，日商岩井
鉄鋼事業の統合を発表．０２年秋目途．

２７ 財務省
ストリップス債（元利分離型）を０２年度に解禁へ．

２６ 丸紅，伊藤忠商事
鉄鋼製品部門の統合で基本合意と発表．早ければ
１０月に新会社設立へ．

２９ 金融庁
普通預金金利に上限，ペイオフ凍結解除（０２年４
月）．

３１ 日本航空
静岡県焼津市上空で日航機同士がニアミス．回避
操作をしたジャンボ機の乗員乗客ら４２人が重軽
傷．原因は管制官の便名呼び間違い．

３１ ソニー
「ソニー銀行」の予備免許を金融庁に申請．

３１ 金融庁
００年９月末の銀行の問題債権は６４兆円．

３１ 国土交通省
００年の新設住宅が，１２２万９８４３戸で前年比１．３％の
増となったことを発表．戸建ての注文住宅（持ち
家）や貸し家は減ったものの，マンションなどの
分譲住宅が６年ぶりに２桁台の伸びを記録し，全
体で２年連続の増加となる．

２ 住友信託
郵貯と相互送金，資金移動簡単に．

１ そごう
西武百貨店と包括提携と発表．４役員新たに受け
入れ．

７ 財務省
１月末の外貨準備高，前月比２５．８１億ドル増の
３６４２．１９億ドル．５ヵ月連続で過去最高を更新．

８ 東京電力
新規発電所の建設を凍結と発表．完成時期を原則
３～５年繰り延べ．

９ 国土交通省
建設業界の再編促進策を正式に発表．建設業界の
許可基準として自己資本比率（総資産に占める自
己資本の割合）規制を０２年度中に導入する方向で
検討する．国などが大型公共工事を発注する際，
財務内容が一定の基準に満たない企業が代表を務
める共同事業体の入札参加を認めない案も検討す
る．経営不振企業に不利な条件を設定し，総合建
設各社が競争力を高め合併を進めやすい環境を整
えるのが狙い．

１３ マツダ，独ダイムラークライスラー
燃料電池自動車の走行試験を共同で開始と発表．
国内一般道路で．



５７２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００１年
２月

１３ 日本銀行
公定歩合を０．１５％下げ，年０．３５％に．短期国
債の買い切りオペ（公開市場操作）も１０ヵ月
ぶりに再開した．９５年５月以来５年５ヵ月ぶ
りの引き下げ．短期市場金利が急上昇するよ
うな場合に，金融機関の申し出に応じて公定
歩合で資金を貸す「ロンバート型貸し出し」
の新たな導入も決定．

２８ 日本銀行
無担保コール翌日物金利の誘導目標と公定歩
合を０．１％下げ，それぞれ年０．１５％と０．２５％
に．３月１日から．

３月 １ 中国に対する政府開発援助（ODA）
総額２２７３億円（２０００年度）と過去最大となる．

７ 速水優日本銀行総裁
講演にて「円安誘導も選択肢」．

１０ 森喜朗首相
古賀誠自民党幹事長ら党５役と会談し退陣を
表明．

８ 宮澤喜一財務相
わが国の財政は今破局に近い状況．

１９ 森喜朗首相，ブッシュ米大統領
日米首脳会談（ワシントン）（ブッシュ米大
統領，邦銀の不良債権処理を加速するよう要
請．森喜朗首相は対応を急ぐと表明）．

９ 与党３党
緊急経済対策発表．証券・土地・市場活性
化．

２５ 堂本暁子前参議院議員
千葉県知事選挙で当選．

１３ 内閣府
デフレの定義を決定．「物価下落が２年以上
継続している状態」CPI で判断．

１６ 麻生太郎経済財政相
「日本経済は穏やかなデフレにある」と表明
（公式にデフレを認めたのは戦後初）．

１９ 日本銀行
量的金融緩和決定．金利から当座預金残高に
政策目標を変更．日銀当座預金残高の目標を
５兆円に事実上のゼロ金利復活．CPI 上昇率
が０％を超えるまで継続．２１日から実施．

２６ 国会
０１年度政府一般会計予算，参院通過，成立．
８２兆６５２４億円．

２７ 麻生太郎経済財政相
「不良債権，半年で決着」日米首脳会談（３
月１９日）で明言，明らかになる．



５７３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１４ 金融庁

ソルベンシーマージン比率の算出基準の厳格化を
発表．

１６ 日韓大手航空各社
羽田空港発着の国際チャーター便の運行開始．

１９ 金融庁
銀行の不良債権，最終処理へ促進策．２月２０日
銀行の不良債権の直接償却を促す方針．

１９ フェニックスリゾート（「シーガイア」などを運
営）
会社更生法の適用を申請．関連会社を含めた負債
総額は３２６１億円で第３セクターでは過去最大規
模．

２１ 金融庁
証券会社の自己資本比率，算出方法厳格に．

２３ 東芝，松下電器産業
液晶表示装置の工場をシンガポールに共同建設と
発表．投資額は１２３０億円．

２２ 米S&P
日本の長期国債を１段階格下げ．AAAからAA
＋へ．

２６ 日本タオル工業組合連合会
中国とベトナム製タオルに対する緊急輸入制限
（セーフガード）の発動を経済産業省に申請．

２２ 村上正邦前自民党参議院議員会長
KSDからの資金提供疑惑により辞表提出．

２７ 国土交通省
住宅の建設戸数などの目標を示した第８期住宅建
設５ヵ年計画（０１―０５年度）案をまとめ，社会資
本整備審議会に提示．住宅金融公庫の融資など公
的資金を使った住宅の建設戸数を３２４万戸，民間
資金，公的資金を合わせた総建設戸数を６４０万戸
と見込んだ．

１ 金融庁
００年３月期末の全国金融機関の不良債権額４８兆
円．

５ 富士通，三菱化学
生命科学（バイオテクノロジー）分野で提携と発
表．人間の全遺伝情報（ヒトゲノム）を解析し創
薬をめざす．

１ 国土交通省
中央建設業審議会（国土交通省の諮問機関）総会
で，自己資本比率規制の導入を柱とする建設業の
再編促進策を提示．０２年度の導入を目指す．

６ 富士写真フィルム
米ゼロックスが保有する富士ゼロックス株の半分
を買い取ると発表．１６００億円．持ち株比率７５％
に．

６ イーバンク銀行
予備免許申請．

２９ 神戸製鋼所
伊フィアットと建設機械事業で包括提携と発表．
フィアットは日立建機との提携を解消．

９ 日経平均株価，２３日から順次，７銘柄を入れ替
え．

３０ 東京都
第３セクターの多摩ニュータウン開発センターが
破綻，都が民事再生法の適用を東京地裁に申請．

１２ 日経平均株価の終値が１万２１７１．３７円に． ３１ ユニバーサル・スタジオ・ジャパン
大阪市此花区に開業．

１３ 日本銀行
審議委員，４月から須田美矢子氏．篠塚英子委員
の後任．

１５ 三和，東海，東洋信託の３行
不良債権，１兆１０００億円処理．今期，最終赤字
２２００億円．

１５ 金融庁
政府系金融機関の不良債権，放棄ルール検討．



５７４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００１年
３月

３０ 与党
株式買い上げ機構の骨格まとめる．

３０ 金融庁
金融機関の株式保有に総量規制へ．

３０ 政府
０１年度を初年度とする「規制改革推進３ヵ年
計画」を閣議決定．

４月 １ 情報公開法
施行（国の行政機関保有文書が原則として公
開対象に）．

１ 政府
総合規制改革会議を設置（～０４年３月３１日，
後継組織は「規制改革会議」）．

１ 内閣府の国立公文書館，経済産業省の貿易保
険，工業技術院，文部科学省の国立西洋美術
館，各省庁の研究所など８４事務事業が整理統
合されて５７独立行政法人が創設．

１ 改正預金保険法
施行．

２３ 小泉純一郎
自民党総裁選で当選（４月２５日幹事長に山崎
拓，政調会長に麻生太郎，総務会長に堀内光
雄を決定）．

６ 経済閣僚会議
「緊急経済対策」を策定．不良債権２年で処
理．「銀行保有株式取得機構」の設立．

２６ 森喜朗内閣
総辞職（国会で小泉純一郎を首相に指名）．

１３ 政府
４月の月例経済報告で景気判断は「弱含んで
いる」として３ヵ月連続で下方修正（「改善」
との表現を削除し，景気後退への懸念をにじ
ませる）．

２６ 小泉純一郎内閣
成立（塩川正十郎財務相，平沼赳夫経産相，
竹中平蔵経済財政相（慶大教授）．田中真紀
子外相など女性閣僚最多の５人）．

１５ 内閣府
規制緩和効果のレポート発表．通信や電力で
生産性の上昇．

２８ G７財務省・中央銀行総裁会議
開催（ワシントン）（日本に金融・企業部門
の改革を求める）．

１８ 植田和男日本銀行審議委員
金融経済懇談会で講演．「量的金融緩和策解
除の条件としている消費者物価指数の前年比
上昇率が安定的に０％以上になるにはかなり
時間がかかりそうだ」と述べ，長期化すると
の見通しを示す．

２０ 自民党税制調査会
株譲渡益，１０月から少額非課税決定．

２６ 日本銀行
「経済・物価の将来展望とリスク評価」今年
度CPI 見通し－０．４％から－０．８％．

２７ 総務省
３月の完全失業率は４．７％で横ばい，全国消
費者物価（００年度）は０．４％下落と３年連続
でマイナスと発表．

３０ 経済財政諮問会議
規制緩和で雇用５００万人創出を提言．

５月 ４ 竹中平蔵経済財政担当相，リンゼー米大統領
補佐官（経済政策担当）
会談（ワシントン）．

２ 日本銀行
買いオペ８０００億円に対して１年ぶりに応札額
届かず．

７ 小泉純一郎首相
初の所信表明演説（構造改革の断行を強調，
財政構造改革は２段階で実施する方針を表
明）．

１０ 日本銀行
手形買いオペ３０００億円に対して応札額届かず
（未達，札割れ）．５月で４度目．



５７５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２２ 国土交通省

０１年１月１日現在公示地価発表．１０年連続下落．
東京都心部などは上昇，３大都市圏以外の地方で
は下落が加速しており，二極化が一段と進行す
る．全国平均で前年に比べ４．９％減．企業が事業
の再構築などのため積極的に土地を売却したのが
主因．住宅地は４．２％減，商業地は７．５％減．

２３ 大和銀行，あさひ銀行
０１年３月期決算でそれぞれ最終赤字８０億円，１００
億円．

２５ 金融庁
銀行の不良債権，新規に３．６兆円．

２８ 国土交通省
羽田空港再拡張案を正式提示．首都圏第３空港の
代替案．

３０ 金融庁
銀行の株保有に総量規制の方針．

１ 財務省
保険商品の銀行窓口販売を一部解禁．

１１ 三菱自動車工業
ダイムラー・クライスラーと全面提携を発表（世
界最大のトラック・バス連合に）．

１ 三井住友銀行，三菱東京 FG，UFJ ホールディン
グス，ソニー銀行，あいおい損害保険，日本興亜
損害保険，ニッセイ同和損害保険
発足．２日営業開始．

２５ トヨタ自動車
日野自動車を子会社化．

５ 三菱東京グループ
前期，最終赤字１３７０億円，７４１０億円の不良債権処
理．

６ 金融庁
IY バンクに予備免許（４月１０日設立 ５月７日
開業 ０５年１０月１１日 セブン銀行に改称）．

１８ 金融庁
金融機関融資の問題企業向けの集計が，００年３月
末時点で１５０兆円（主要１８行は６４兆円），与信総額
の２２％に上ることが判明．

４ 金融庁
家計資産（１４００兆円）に占める株式の割合を１０％
台半ばを目標．００年末で６．６％．

２ 英ボーダフォン
日本テレコムを買収．

１３ 金融庁
ペイオフ解禁前（０２年３月末）の金融機関破綻，
受け皿が決まらない場合は「ブリッジバンク」設
立．

９ 日本コロムビア
米リップルウッド・ホールディングス傘下入りを
発表．



５７６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００１年
５月

９ 東南アジア諸国連合，日韓中の財務相会議
開催（ホノルル）（日本，タイなど３ヵ国と
通貨スワップ２国間協定の締結を合意）．

１１ 政府
５月の月例経済報告で，景気は「さらに弱含
み」として４ヵ月連続で判断引き下げ．

１１ 社会保険庁
国民年金の保険料滞納者，未加入者が２６４万
人に増加との調査結果（９９年末）．

１８ 日本銀行
オペの金利を０．０１％から０．００１％刻みに（一
部先行実施．７月２３日完全実施），札割れへ
の対応．

２１ 日本銀行
卸売物価指数の見直し案まとめる．０２年末に
００年基準に変更．名称も「企業物価指数」へ．

２１ 小泉純一郎首相
参院予算委員会で地方交付税交付金や公共事
業削減の方針を表明．

２４ 政府
緊急経済対策の関連法案を閣議決定（１００万
円までの株式譲渡益への非課税制度，CPの
ペーパーレス化など）．

２７ 経済財政諮問会議
６月の報告書に「IT特区」構想を盛り込む．

２９ 政府新 IT 戦略本部
e-Japan２００２，音楽・映像取引で法整備へ．

３１ 経済財政諮問会議
経済・財政運営の基本方針の原案（骨太な案）
を公表．予算配分など７項目．

６月 １ 片山虎之助総務相
簡易保険福祉事業団を０３年に設立する郵政公
社に統合する方向で検討．

４ 郵政３事業の在り方について考える懇談会
（田中直毅座長）
初会合（郵政事業見直しスタート）．

６ 外務省
機密費流用事件を受け「外務省改革要項」を
発表．

５ 日本銀行
国債買い切りオペに初めて中期債を加える．

８ イギリス
総選挙．労働党圧勝．

５ 内閣府
４月の景気動向指数で，一致指数が３ヵ月連
続で５０％割れと発表（景気後退懸念強まる）．

１１ シルビオ・ベルルスコーニ元伊首相
伊首相に就任（７年ぶりの中道右派政権発
足）．

６ 柳沢伯夫金融担当相
不良債権処理進展の指標導入を表明．

１８ 中国
日本製品に対する特別関税を課すことを発表
（セーフガード発動への報復）．

８ 政府
特殊法人改革の政府方針案，住宅金融公庫を
民営化へ．

２６ 政府新 IT 戦略本部
e-Japan２００２プログラム決定．

１１ 内閣府
１～３月期GDPは年率０．８％のマイナス成
長，００年度は０．９％成長．

３０ 小泉純一郎首相，ブッシュ米大統領
日米首脳会談（キャンプデービッド）．

１２ 金融庁
０４年目途に，銀行の株保有制限へ．

１４ 政府
６月の月例経済報告で，景気判断「悪化しつ
つある」として景気判断を５ヵ月連続で下方
修正．

１４ 地方分権推進委員会
小泉首相に「最終報告」を提出．

１８ 日本銀行
審議委員に中原眞氏（東京三菱元副頭取）就
任．武冨将氏任期満了で退任．



５７７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１９ 金融審議会

生保の予定利率下げ容認へ．
１０ トヨタ自動車

メキシコに販売会社（メキシコトヨタ自動車販売）
を設立したと正式発表．

１１ 米リップルウッド
宮崎市の「シーガイア」支援を発表．

１６ トヨタ自動車
３月期決算で売上高４．２％増の１３兆４２４４億円を記
録（経常利益，２２％増の９７２２億円で過去最高）．

１７ 日産自動車
３月期決算で税引き後利益３３１０億円を記録（４年
ぶりに黒字転換）．

１８ 三菱自動車工業
３月期決算で税引き後利益２７８１億円を記録（過去
最大の赤字）．

２３ 松下電器産業，日立製作所
家電の開発などで包括提携発表．０２年２月松下電
器がフロン無し冷蔵庫発売，５月に日立も発売．
また０１年７月２日三洋電機とシャープが白物家電
で包括提携．

２７ 東京電力によるプルサーマル計画の是非を問う新
潟県刈羽村の住民投票，投票総数の過半数にあた
る５３．４％が反対．

６ 柳沢金融担当相
不良債権処理，進展度で新指標．

７ 三菱重工
米プラット・アンド・ホイットニー（P&W）と
発電用ガスタービンで提携．

１３ 金融審議会
中間報告案．生保破綻前予定利率下げ，条件付き
で容認へ．

２０ 三菱電機，米ボーイング社
包括提携を発表．

１４ 金融庁
「銀行保有株式取得機構」の原案として，株売却
は銀行の任意，０６年まで．

２１ 日産自動車
ゴーン社長が最高経営責任者（CEO）兼務．

１８ 金融庁
国際証券，全店業務停止３日間，検査忌避など．

２７ 大阪地方裁判所
既婚女性に対する昇給や昇格での差別を認め，住
友生命に賠償命令．

１８ 金融庁
国際証券の全店に３日間の業務停止命令．違法取
引と検査妨害．

１９ 全国銀行協会長
銀行保有株式取得機構，受け入れ表明．

１９ 公的年金，００年度運用赤字１兆８０００億円．

２６ 金融審議会
生保予定利率引き下げ容認明記．

２８ 全国銀行協会
全国１３６行，不良債権３１兆円，前３月期６．５％増－
最終損益は赤字．



５７８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００１年
６月

２１ 経済財政諮問会議
「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改
革に関する基本方針」（骨太の方針）を決
定．６月２６日 閣議決定．

２２ 確定拠出年金法（日本版４０１k）
可決・成立．

２２ 改正商法
成立．金庫株解禁．

２２ 政府
特殊法人等改革推進本部の中間とりまとめ，
特殊・認可法人１５７の見直しを決定．

２２ 特殊法人等改革推進本部
初会合（特殊・認可法人１５７見直し）．

２３ 日本銀行
ロンバート貸し出し，基準厳格に．自己資本
４％（海外展開は８％）下回った銀行には貸
し出さず．

２９ 内閣府
不良債権最終処理で３９万～６０万人が離職する
との試算を公表．

７月 ２９ 第１９回参議院選挙
自民６４，民主２６，公明１６，自由６，共産５，
社民３，保守１．自民党，大勝．共産党・社
民党，後退．

５ 山口日本銀行副総裁
追加緩和の必要性否定．

５ 内閣府
５月の景気動向指数を発表（一致指数は
２５％．５ヵ月連続で景気判断の分かれ目であ
る５０％を割る）．

７ 小泉純一郎首相
郵便事業０３年（郵政公社発足）全面開放を指
示．

９ 地方分権改革推進会議
発足．

９ 総務省
簡保と郵貯の含み損が３兆８６２３億円であった
と発表（０１年３月末時点）（郵政３事業とも
３大都市圏以外では大幅な赤字）．

１３ 財務省
為替介入の実績を初めて公表．１０年で２７兆
円．

２３ 行政改革推進本部
公益法人改革の基本方針を決定（検査・検定
の独占見直しなど）．

２５ 総務省
特殊法人の簡易保険福祉事業団を０３年に廃止
へ．

８月 １０ IMF
対日審査報告，銀行に公的資金再注入と金融
緩和を求める．０１年の成長率－０．２％に下方
修正．

７ 経済財政諮問会議
来年度予算概算要求大枠，公共事業・ODA
１０％削減．歳出５兆円カット．

３０ IMF
不良債権で，金融特別審査を日本に打診．

１０ 政府
閣議了解，０２年度一般歳出概算要求，８２００億
円減の４７．８兆円．



５７９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

４ 総務省
固定資産税の評価替えがある０３年度を目途に，全
国約４３４万地点の固定資産税評価額をインター
ネットで無料公開すると報道される．「電子政府」
推進の一環で，大規模な情報公開により徴税事務
の透明性を高め，土地取引の促進につなげること
が狙い．

２ サークルケイ，サンクス
持株会社「シーアンドエス」を設立して経営統合．

４ 厚生労働省
確定拠出年金制度の詳細公表（株，社債は運用対
象から除外可能，低リスク型商品に軸足）．

６ 小泉純一郎首相
石油公団廃止を明言．特殊法人改革の一環．

３１ 国土交通省
０１年上半期の新設住宅着工戸数を発表．前年同期
比６．１％減で５６万５９１戸で８３年以来１８年ぶりの低水
準であった．

１２ トヨタ自動車，仏プジョーシトロエングループ
欧州共同生産の覚書に調印．

３１ 国土交通省
羽田空港本格国際化の検討方針を表明．

２４ 古河電気工業
米ルーセント・テクノロジーズの光ファイバー部
門買収を発表．

２６ ハドソン
ゲーム大手のコナミの傘下に入ると発表．０５年子
会社化．

１ 大和銀行
地域別に再編，系列銀含め３０００人削減，信託部門
を分社化．

１６ ホーネンコーポレーション，味の素製油
経営統合を発表．０２年４月持株会社「豊年味の素
製油」設立．０３年４月吉原製油が統合に合流し，
持株会社名を「J－オイルミルズ」に変更．

２ 金融庁
不良債権４３兆円最大，金融機関３月末「要注意先」
なお１０９兆円．

２０ 富士通
リストラ策を発表．１万６４００人の人員削減な
ど．１０月２４日削減人員を２万１０００人に増やすと発
表．



５８０

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００１年
８月

１０ 政府
特殊法人等改革推進本部，特殊法人改革案を
発表．

１４ 日本銀行
金融政策決定会合，一層の金融緩和を決定．
日銀当座預金残高の目標を６兆円に増額．長
期国債の買い切りオペを月６０００億円に増額．

１６ 内閣府
１～３月期のGDP改定値で年率換算０．８％
減から０．５％増に上方修正．

２８ 経済財政諮問会議
「改革工程表」づくりスタート．不良債権７
年で半減（７～１０兆円）．

９月 ５ 柳沢伯夫金融担当相，ケーラー国際通貨基金
（IMF）専務理事
会談（ワシントン）（柳沢伯夫金融相，国際
通貨基金（IMF）の金融特別審査受け入れを
表明）．

７ 内閣府
４～６月期の国内総生産（GDP），実質で前
期比０．８％減，年率換算では３．２％減少と発表
（３・四半期ぶりのマイナス成長．名目では
年率１０．３％減の大幅減）．

８ サンフランシスコ講和条約調印５０周年記念式
典
開催（サンフランシスコ戦争記念オペラハウ
ス）（日米同盟強化を誓う共同宣言に署名）．

１２ 日本銀行
２兆円緊急供給．当座残高８兆３０００億円に．

１１ 米同時多発テロ
ハイジャックされた大型旅客機４機のうち２
機がニューヨークの世界貿易センタービル
に，１機がワシントンの国防総省に突っ込
む．日本人２４人を含む２９７３人（推定）が死亡．

１７ 財務省，日本銀行
東京外為市場で円売りドル買い介入実施．００
年４月３日以来．介入資金は吸収せず市場に
放置．

１１ 政府
米国での同時テロ発生を受け危機管理セン
ターに「官邸対策室」を設置．

１８ 日本銀行
公定歩合を０．１５％引き下げ，年０．１％に．当
座預金残高目標を６兆円超ロンバート型貸付
の利用上限日数を５営業日から１０営業日に引
き上げる．

１２ 政府
安全保障会議（議長に小泉純一郎首相）を開
き，邦人の安否確認など６項目の政府対処方
針を決定．

２０ 政府
「総合雇用対策」を決定．

１９ 小泉純一郎首相
緊急記者会見でアメリカ軍によるテロ報復攻
撃支援の為の当面の措置７項目を発表（自衛
隊派遣を決定）．

２１ 政府
構造改革全体の手順を示す改革工程表を発
表，優先施策をまとめた「改革先行プログラ
ム」中間取りまとめも公表（不良債権処理を
加速）．

２０ G８首脳
テロ対決姿勢の共同声明発表．

２１ 政府，日本銀行
ロンドン・ニューヨークでも単独円売り・ド
ル買い介入．

２２ 政府
タリバン関連資産凍結発動．

２４ 政府，日本銀行
ロンドン市場でECBに円売り・ユーロ買い
の委託介入．

２５ 小泉純一郎首相，ブッシュ米大統領
日米首脳会談（ワシントン）（テロ根絶の為
連帯し取り組むことを確認）．

２６ 日本銀行
当座預金残高の目標を１０兆９０００億円に設定．

２７ 第１５３臨時国会
召集（１２月７日閉会）．小泉首相，所信表明
演説で米軍支援策実施の為の法整備を表明．

２６ ECB
日銀の委託により円売り・ユーロ買い介入．

２７ 政府，日本銀行
ロンドン市場で円売りドル買い・ユーロ買い
介入．

２７ 政府，日本銀行
ニューヨーク市場で円売りドル買い介入．



５８１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２ 日本銀行
日銀当座預金残高見込みを４兆９０００億円に．

２９ スズキ，川崎重工業
提携発表．二輪車の共同開発など．０２年２月二輪
車の相互OME供給開始．

１０ 日本銀行
「全国銀行の００年度決算と経営上の課題」，不良債
権処理６．１兆円．

１０ 石原伸晃行政改革担当相
特殊法人等改革推進本部に「個別事業見直しの考
え方」を報告．都市基盤整備公団は必要事業のみ
に事業を限定し，事業量縮小を目指すことなどを
挙げる．

２３ 国土交通省
都市部で民間事業者による公共賃貸住宅の建設な
どを推進し，１０年間で２２万人以上の雇用創出を目
指す政策を発表．

５ 柳沢金融担当相
IMFの金融審査受け入れを表明．

４ オリエンタルランド
千葉県浦安市に東京ディズニーシー開業．投資額
は約３４００億円．

６ 米ムーディーズ
日本国債の格付けを引き下げる方向で検討と発
表．

１４ マイカル
民事再生法を申請，倒産．負債総額１兆７４００億
円．１１月２２日再建支援先がイオンに決まる，会社
更生法に切り替え申請．

６ 金融庁
生保の破綻前予定利率下げ導入見送りへ．

２０ 英ボーダフォン
傘下に収めていた日本テレコムについて，TOB
実施を発表．子会社化へ．日本テレコムは JRグ
ループとの資本関係がなくなる．

７ あさひ銀行，大和銀行
経営統合，共同で持ち株会社，地域連合で生き残
り．

２７ 日立製作所
家電事業と産業機器事業の分社化を発表．０２年４
月１日家電分社「日立ホーム・アンド・ライフ・
ソリューション」，産業機器分社「日立産機シス
テム」発足．

１０ 財団法人東日本不動産流通機構
００年度の首都圏の住宅取得難易度調査発表．

１１ S&P
日本国債の格付けを引き下げる可能性を発表．

１１ 金融庁
０１年３月期，不良債権新たに８兆６０００億円発生．

１５ みずほホールディングス
９月中間連結，最終赤字２６００億円．マイカル破綻
響く．

１９ 国土交通省
０１年７月１日現在都道府県地価調査発表．３大都
市圏１１年連続下落も，下落率は２年連続で縮小．
全国平均住宅地が－３．３％，商業地が－６．６％で１０
年連続で下落．

２１ 日本銀行
「物価に関する研究会」（最終回）．

２８ 三菱東京 FG
７００億円最終赤字，評価損処理４１７０億円．



５８２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００１年
９月

２８ 政府，日本銀行
東京外為で円売り・ドル買い介入．３日連
続．

１０月 ７ 米英軍
アフガニスタン空爆を開始．

２ 自民党税制調査会
証券税制見直し，源泉分離廃止０３年１月．申
告分離方式に１本化．

８ 小泉純一郎首相
米英両軍のタリバン攻撃支持を表明．

４ 自民党税制調査会
０２年度導入予定の連結納税制度の企業に「付
加税」時限導入を検討．

１１ 炭疽菌感染者
米で続出，米政府，犯罪事件で捜査．

９ 政府
０２年度以降の予算編成で，特殊法人出資打ち
切りへ．

１２ 政府
シンガポールとFTAを柱とする「経済連携
協定」締結を発表．０２年１１月発効．

１９ 経済財政諮問会議
０１年度補正予算，歳出総額３兆円を決定．

２６ OECD対日経済審査会
改革実行「言葉よりも具体的成果を」．

２９ 日本銀行政策委員会
「経済・物価の将来展望とリスク評価」公表．

２９ テロ対策特別措置法
２年間の時限立法として成立（０１年１１月２日
公布・施行）．

３１ 日本銀行
１０月の資金需給実績速報，外国為替資金特別
会計，円売り介入額３兆円．

３０ 総務省
完全失業率（季節調整値），現行方式で最悪
の５．３％と発表（前月比０．３ポイントの大幅上
昇）．

１１月 １０ WTO閣僚会議
ドーハ・ラウンド開始．中国の加盟を承
認．１１月１１日台湾の加盟も承認．１２月１１日中
国正式加盟，０２年１月１日台湾正式加盟．加
盟国１４４ヵ国に．

７ 財務省
７～９月期外為市場介入最大の３兆２１０７億
円．外貨準備高４０００億ドル突破．



５８３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

１ 三菱信託銀行，三井住友海上
三菱信託銀行，三井住友海上，発足．

１ NTTドコモ
第３世代携帯電話「FOMA」の商用サービス開
始．テレビ電話など可能に．

２ 野村證券，日興證券
持株会社に移行．

３ 東京電力
一般家庭向けに光ファイバー網を敷設と発表．０２
年３月６日東京通信ネットワーク（TTNet），東
電の光ファイバー網を使用して，高速インター
ネット接続サービスを始めると発表．

４ 経済学者７氏
「金融システム再建緊急提言」，日銀にインフレ目
標の導入要請．発起人は，伊藤隆敏一橋大学教
授，深尾光洋慶応大学教授，星岳雄カリフォルニ
ア大学サンディエゴ校教授．賛同者として伊藤元
重東京大学教授，奥野正寛東京大学教授，清水啓
典一橋大学教授，林文夫東京大学教授．

１７ 東芝，松下電器産業
液晶表示装置（LCD）事業を統合と発表．０２年
４月共同出資会社「東芝松下ディスプレイテクノ
ロジー」設立．

４ BIS
検討．０５年から銀行の自己資本比率規制，四半期
ごと達成義務化を検討．

１８ 日産自動車
９月中間決算で営業利益１８７０億円を記録（３期連
続過去最高）．

４ 金融庁
新生銀行に業務改善命令．中小企業向け融資急減
で．

２４ 米アップル社
携帯型デジタル音楽プレーヤー iPod を発売開始
（日本では１１月１０日発売）．

９ 柳沢伯夫金融担当相
無配転落の資本注入行には「議決権を行使」．

３０ 大手電機メーカー７社
９月中間決算，売上高はソニーを除き減収，松下
は営業利益７５７億円と初の赤字転落．

９ 金融庁
不良債権３年後３分の２へ．柳沢シナリオ修
正．０４年度末の残高を１２～１３兆円に減らす．

３０ 日産自動車
仏ルノーとの提携強化策を発表．日産がルノーに
資本参加，ルノーも日産への出資率引き上げへ．

２３ 財務省
アジア各国と連携し，短期資本移動の監視強化
へ．まずは統計整備のシステムを支援．

２５ 厚生労働省
個人型確定拠出年金詳細固まる，加入料２０００円，
手数料月１００円へ．

２６ 中央三井信託銀行
持ち株会社化を発表，大手銀，自力増資を加速，
特別検査備え．

２６ 郵政事業庁
投資信託の郵便局窓口販売で野村證券など１３社と
合意．

２９ 国土交通省
首都圏や近畿圏の市街地で工場や大学の立地を制
限している「工業等制限制度」の見直しを国土審
議会（国交省の諮問機関）に諮問した．地方自治
体や産業界から規制緩和を求める声が強まってい
ることに対応するため．年内に報告をまとめる予
定．

３１ 日本銀行
１０月の資金需給実績速報，外国為替資金特別会
計，円売り介入額３兆円．

３１ 国土交通省
０１年度上半期（４～９月）の新設住宅着工戸数が，
前年度同期比３．２％減の６１万１３２１戸となる．上半
期としては８３年以来１８年ぶりの低水準．

３ 改正銀行法
可決・成立．異業種参入ルールを定める（０２年４
月１日施行）．

７ 中部電力
静岡県浜岡町の浜岡原発１号機で蒸気配管の一部
が破断，建屋内に微量の放射能を含んだ蒸気が漏
れる事故発生．



５８４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００１年
１１月

７ 政府
０１年度補正予算案を閣議決定（歳出総額２兆
９９５５億円）．

８ 自民党税制調査会
発泡酒税率引き上げへ．

１２ 公正取引委員会
独禁法違反罰金１億から５億円に引き上げ
へ．

１６ ０１年度補正予算
成立．首相の「国債発行枠３０兆円」を前提に
新規国債発行額を１兆７０００億円に抑える．歳
出総額２兆９９５５億円．

２０ 経済財政諮問会議
デフレ阻止で日銀と政策協調で一致．

２１ 小泉純一郎首相
２次補正予算を正式表明．

２１ 商法改正
成立．ストックオプション制限撤廃．

２２ 経済財政諮問会議
２次補正予算，国費２兆５０００億円事業規模４
兆円を了承．

２２ 政府・与党
７特殊法人の改革で決着（道路４公団の統合
後の民営化，住宅金融公庫の廃止など）（首
相方針を与党が受け入れ）．

２７ 経済財政諮問会議
中期経済財政展望発表．国債発行枠３０兆円は
０３年度以降は掲げず，歳出抑制へ１０年後プラ
イマリーバランスの黒字化を目標に．

２９ 政府・与党
０２年度からの医療制度改革大綱で合意．３割
負担先送り．

１２月 ２ 米エンロン社
米連邦破産法１１条の適用を申請し，破綻．

４ 内閣府
第１回「経済財政白書」公表．「改革なくし
て成長なし」．日本経済は緩やかなデフレ状
態と分析（日銀に物価安定の数値目標設定を
求める）．

１１ 中国
WTO加盟発効．

４ 経済財政諮問会議
来年度予算の編成方針決定．新規国債発行３０
兆円以下．

２７ 小泉純一郎首相，山崎拓自民党幹事長
会談（小泉純一郎首相，「公的資金の再注入
辞さず」との認識（金融危機回避へ弾力的に
対応））．

５ 改正商法
成立．株主代表訴訟で取締役の賠償責任を軽
減．

７ 改正金融再生法
成立．RCC（整理回収機構）を通じて銀行
の不良債権処理推進．



５８５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
６ BIS バーゼル銀行監督委員会
新BIS 規制，銀行の負担を軽減，企業向け融資
の評価修正．

８ トヨタ自動車
９月中間決算で過去最高を記録（売上高前年同月
比６．４％増の６兆８３３５億円，経常利益前年同月比
３３．７％増の５２６６億円）．

７ 改正金融再生法
可決・成立．整理回収機構が時価で債権買取りを
行えるように（０２年１月１１日施行）．

１８ JR 東日本
IC カード定期券「スイカ」発売．

９ 経済財政担当相
０１年度政府経済見通し，成長率－０．９％に下方修
正．

１８ 三重県海山町で原発誘致の是非を問う住民投票，
反対票が３分の２に達する．

１２ 金融庁
主要行に特別検査で立ち入り開始．

１９ 日清製油
ニッコー製油，リノール油脂との経営統合を発
表．０２年１０月１日経営統合，「日清オイリオ」グ
ループ発足．

１７ IMF 国際通貨金融委員会（オタワ）
日本に不良債権処理促す．

２７ 新潟鉄工所
会社更正法の適用を申請．負債総額は２２７０億円，
製造業では戦後最大規模．

１８ 大手１４行
不良債権，今期処理損，５～６兆円．

２１ 銀行株式保有制限法
成立．株式取得機構の設立など（０２年１月４日施
行）．

２２ ４大銀行グループ
今後３～５年で２万３０００人削減－みずほ７０００人，
三菱東京４５００人．

２６ 金融庁
福岡シティ銀・九州銀・和歌山銀，３行資本注入
へ，計１０００億円．

２６ 証券税制改正法
成立，源泉分離０２年末廃止，株譲渡益課税を軽減
（購入額１０００万円まで譲渡益非課税）．

２８ 米S&P
日本国債をAA＋からAA（上から３番目）に格
下げ．

２９ 国土審議会
国土審議会の基本政策部会（中村英夫会長）は，
新しい国土計画のあり方を示す中間報告を発表．
プロジェクトを幅広く網羅した従来の「開発構想
提案型」を見直し，事業がどれだけの成果をもた
らすかを重視する「目標管理型」に転換すべきと
提言．

３０ 日本銀行
当座預金前日比５．６兆円増の１４．５兆円に増加．エ
ンロンの円建て債でMMF元本割れに配慮．

１ 都市再生本部
第三次都市再生プロジェクト原案が明らかにな
る．２大都市圏の東京・大阪の再開発を民間主導
で進めるため，事業者の土地買収に強制力を持た
せる制度の創設が柱．

４ 新日本製鉄，神戸製鋼所
提携を発表．半製品の供給や原料調達で．１２月１２
日新日鉄と住友金属工業が包括提携．神戸製鋼所
と３社連合へ．

４ 米ムーディーズ
日本の国債を格下げ．Aa２からAa３（４番目）
へ．見通しもネガティブ．

６ 青木建設
民事再生法適用を申請．連結負債総額は５２２０億
円．

６ IMF 理事会
日本に対して，IMF金融特別検査開始．

１０ ロシュ（スイスの製薬大手）
中外製薬買収を発表．０２年１０月１日中外，ロシュ
の日本法人と合併，ロシュ傘下へ．大手製薬会社
が外資に買収されるのは初めて．

７ 改正金融再生法
成立，回収機構の機能強化．

１８ ソフトバンク
電話サービス参入．国内・米本土向けが一律３分
７．５円．



５８６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００１年
１２月

７ 政府・与党
政府系金融機関９法人を３機関（企業，個人，
海外）に再編へ．

１１ 総合規制改革会議
小泉首相に答申．

１２ 与党
酒税（発泡酒）・たばこ税，増税見送り決定．

１４ 与党
０２年度税制改正大綱，決定（連結納税，０２年
度から可能に．株譲渡益の納税手続きを「申
告不要制」に，高齢者マル優廃止，外形標準
課税は０３年度導入へ）．

１４ 小泉純一郎首相
郵政３事業民営化検討を総務相に指示．

１４ 政府税制調査会
０２年度税制改革答申．

１７ 政府・与党
診療報酬２．７％下げを決定．

１８ 政府
特殊法人・認可法人の整理合理化計画を決定
（廃止１７法人，民営化４５法人．政府系金融機
関８法人の見直しは先送り）．

１９ 政府
０２年度政府経済見通し，実質成長率０％を決
定．名目GDPは初の－０．９％．

１９ 日本銀行
金融政策決定会合，当座預金残高の目標を６
兆円から「１０兆から１５兆円程度」に拡大．長
期国債の買い切りオペを月６０００億円から８０００
億円に増加．銀行保有CPの活用も明記．

２０ 日本銀行
銀行保有のCPの「現先買いオペ」４０００億円
実施．

２１ 景気動向指数研究会（森口親司座長（帝塚山
大教授））
「景気の山」は００年１０月と判定（拡大期は２１
ヵ月と戦後最短）．

２４ 政府
０２年度予算案閣議決定．一般会計，前年度比
１．７％減の８１兆２３００億円 一般歳出，前年度
比２．３％減 の４７兆５４７２億 円．国 債 依 存 度
３６．９％．

２４ 政府
０２年度予算案を閣議決定（一般会計総額８１兆
２３００億円（０１年度当初比１．７％減），財政投融
資計画２６兆７９２０億円（０１年度当初比１７．７％
減））．

２５ 内閣府
日本の「国富」（正味資産）が３年連続減少
と発表．デフレ進行などで００年末２９７３兆円
に．

２００２年
（平成１４年）
１月

１ 欧州単一通貨ユーロ
１２ヵ国で流通開始（人口３億３００万人，域内
総生産は世界の１６％）．

４ 小泉純一郎首相
小泉首相「金融危機を起こさないためにはあ
らゆる手段を講じる」．



５８７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１０ 財務省

０２年度から額面１万円の個人向け国債発行を発
表．

１９ 寿屋（スーパー）
民事再生法申請．負債総額はグループで２９５９億
円．０２年２月２６日イオン，寿屋の約５０店を買収
へ．

１１ 日本銀行 中原伸之審議委員
外債定期購入を訴え．１３日総裁は外債購入に反対
を表明．

１２ 大和銀行
グループの近畿大阪銀行，奈良銀行と共同で設立
する持ち株会社，大和銀ホールディングス（大和
銀HD）を設立．

１７ 金融庁・投資信託協会
MMFの元本割れで「準備金制度」創設を検討開
始．

１９ 財務省
０２年度国債発行計画，国債の市場発行１０５兆円．
新規は３０兆円，借換債６９兆円．

２５ 金融庁
福島銀行に早期是正措置発動．同銀の自己資本比
率１．７１％（国内営業は４％が基準）．

２８ 石川銀行
破綻申請，債務超過２２４億円，金融庁検査，退場
を迫る．日銀，特融を実施．

２９ 総務省
総務省試算，０３年４月発足の「日本郵政公社」の
郵便部門６５００億円の債務超過，郵便貯金部門の自
己資本比率０．４％．

１ 国土交通省
０２年度から公示地価の調査地点を，大阪圏，名古
屋圏で合わせて３４６地点追加することを発表．

４ トヨタ自動車
メキシコ・ティファナ市近郊への新工場建設を正
式発表．０４年９月２１日稼動開始，トラック用荷台
を生産．



５８８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００２年
１月

９ 小泉純一郎首相
ASEAN５ヵ国歴訪（～１月１５日）（各国首
脳と会談．日本とASEANの包括的経済連
携構想を提案）．

１１ 塩川正十郎財務相
直間比率是正の意向を表明．

２９ 小泉純一郎首相
田中真紀子外相・野上義二外務次官を更迭
（「アフガニスタン復興支援会議」における日
本の特定NGOに対する参加拒否責任が問題
化）（２月１日川口順子前環境相，外相に就
任）．

１３ 経済財政諮問会議
所得税率の累進緩和検討．最高税率を５０％か
ら４０％へ．

１６ 法制審議会（前田庸部会長（学習院大教授））
商法改正要綱案を決定（大企業に複数の社外
取締役起用等を条件に監査役廃止を認める）．

１６ 日本銀行
金融決定会合，資産担保CP（ABCP）や資
産担保証券（ABS）をオペの対象に拡大．

１６ 民主党・菅直人代表
定例記者会見で，「デフレを加速させる小泉
内閣をやめさせて政権を交代させるべきだと
いう声がこれから高まっていく．そうした国
民各層のエネルギーを『国民会議』のような
１つの運動で連帯するネットワークの輪を広
げていきたい」と述べ，党大会の代表所信演
説の中で呼びかけを行う考えを表明．

１８ 経済財政諮問会議
「中期経済財政展望」決定．０４年度から
１．５％～１．６％成長．

２５ 政府
政府経済見通し，GDP実質０％，名目－０．９％．

２５ 政府
経済財政諮問会議の『構造改革と経済財政の
中期展望について』を閣議決定．

２月 ４ 小泉純一郎首相
衆議院本会議で施政方針演説（構造改革断行
を強調）．

１ 第２次補正予算
成立．２兆６３９２億円，財源はNTT株の過去
の売却益．

９ G７蔵相・中央銀行総裁会議
オタワG７共同声明「世界経済再び拡大する
見通し」．日本０３年度１％成長を公約．

８ 財務相 塩川正十郎
株取得機構２兆円準備．

１２ 外務省
改革の基本方針「開かれた外務省のための１０
の改革」（骨太の方針）を発表（政治家の不
当な圧力排除など）．

８ 日本銀行
金融政策決定会合「現状維持」．

１８ 小泉純一郎首相，ブッシュ米大統領
日米首脳会談（日米同盟強化で合意）．構造
改革加速の決意を示す．

１３ 小泉純一郎首相
デフレ対策，月内とりまとめを指示．

２７ 経済財政諮問会議
総合デフレ対策を決定．公的資金再注入も辞
さず．



５８９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
４ 個人型確定拠出年金
受付開始．

８ 中国海爾（ハイアール）集団
三洋電機と提携，日本進出へ．

４ 金融庁
中部銀行（静岡）に早期是正措置の発動．自己資
本比率４．０％を下回る．

９ 太平洋炭鉱
最後の採炭作業（国内唯一の炭鉱）．１月末に閉
山．閉山後は，地元の経済界などが出資した釧路
コールマインが採炭事業を引き継ぎ，年間７０万ト
ンの採炭を継続．

５ 金融庁
公的資金注入は都銀・有力地銀に限定する方針を
固める．

１０ 松下電器産業
系列５社を完全子会社にすると発表．最大１０００億
円の自社株買いと５５００億円の新株発行を実施．１０
月１日付で実施．

９ JASDAQ
新株価指数４月公表を発表．

１８ ダイエー
「新再生３ヵ年計画」発表（大手３行から４２００億
円の金融支援）．２月２２日再建計画最終案固まる．
金融支援４６００億円，普通株９９％減資．２月２７日新
再建計画発表，支援５２００億円に．主力３行が１０００
億円上積み．

１１ 改正金融再生法
施行．

２３ 雪印食品
輸入牛肉を国産と偽り販売していたことが判明
（吉田升三社長辞任，５月１０日～幹部社員ら詐欺
容疑で逮捕）．４月２６日株主総会で解散決議．

１２ 金融庁
永代信用組合（江東区）を職権で破綻処理．

１５ UFJ グループ
三和銀行と東海銀行が合併し，UFJ 銀行が発足．

２５ 船橋信用金庫，相互信用金庫（大阪），石川たば
こ信用組合
破綻申請．

２８ 郵政事業庁
郵便局で確定拠出年金（日本版４０１k）取扱開始．

３０ 一部証券会社
財務省の政府短期証券を，金利ゼロで約３０００億円
落札．

３０ 銀行等保有株式取得機構
発足．

１ 金融庁
０１年９月期の不良債権，３６兆８０００億円．３月期比
３兆１０００億円増加．

１４ シャープ
液晶テレビの新工場建設を発表．０２年９月１０日三
重県亀山市で起工式．０４年１月操業開始．

１ 金融庁
モルガン・スタンレー証券に５週間（３月８日ま
で）の株の自己売買業務停止命令．

２２ 日本重化学工業
会社更生法を申請と発表．負債総額は１４１０億円．

１ 金融庁
信用取引制度の抜本的な見直しを東証，証券業界
に要請．

３ 財務省
０３年度中に国債シンジケート団制度廃止を検討．

５ 米S&P
みずほフィナンシャルグループ（第一勧業，富士，
日本興業，安田信託の４行），三井住友銀行，
UFJ 銀行，東京三菱銀行の長期格付け，引き下
げ．



５９０

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００２年
２月

２８ 日本銀行
金融政策決定会合，長期国債買い入れ月１兆
円（現行８０００億円）に増額決定．流動性預金
金利最高限度変更（上限設定）．

３月 ４ 外務省
鈴木宗男衆議院議員の調査報告書を発表（北
方４島支援事業などへの関与を確認）．

２０ 日本銀行
金融政策決定会合．金融政策現状維持を決
定．

１３ 世界銀行
０２年世界経済見通し，日本は－１．５％成長．

２７ ０２年度予算
成立．８１兆２３００億円，前年度比－１．７％．

２６ 東京地裁
「外形標準課税」で都の敗訴判決．

２９ 経済財政諮問会議
税制抜本改革公表．「活力」を重視．０２～０３
年度減税を検討．

２６ 辻元清美衆議院議員
政策秘書給与の流用疑惑で議員辞職．

３１ 中田宏前衆議院議員
横浜市長選挙で高秀秀信の４選を阻み当選
（政令市では最年少市長に）．



５９１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
８ 金融庁
株カラ売りの規制強化．

１４ 国土交通省
資産デフレ脱却に向け，住宅や不動産取引の活性
化を促す税制のあり方について検討を開始．

１６ 金融庁，日本銀行
４月のペイオフ解禁時に，普通預金金利に上限設
定へ．

１８ 一部地方銀行
普通預金金利下げ．

２１ 金融庁
証券会社の自己資本比率厳格化の新ルール公表．

２２ 日本銀行
日銀短観，３月調査から対象企業を７１社追加．調
査結果は４月１日発表．

２６ 金融庁
株空売り規制強化．株貸出料引き上げ．

２８ 第二地銀の石川銀行
経営破綻．

１ 大和銀行グループ，あさひ銀行
経営統合．

１ 日本テレビ系「CS日本」
開局（通信衛星デジタル放送）．

５ 金融庁・預金保険機構
戦後初のブリッジバンク（承継銀行）設立を決定．

１ NTT
０２年３月期決算で税引き後利益８１２１億円の赤字
（日本企業では過去最大）．

８ 東証マザーズ
上場廃止新基準設定．

１ 半導体主要５社
３月期決算で巨額の赤字計上．

８ 第二地銀の中部銀行
金融庁に破綻処理を申請．

３ 佐藤工業
会社更生法の適用申請．

８ 臨時金利調整法に基づき普通預金，別段預金に上
限金利を４月１日から設定．

５ 飛島建設
大成建設との包括提携を柱とする新再建計画を発
表．金融機関約３０社に対する保証債務を９０％近く
割り引いて一括履行．

１５ 柳沢伯夫金融担当相
４月のペイオフ解禁を控えて「銀行の体制は整備
された」．

１４ 雪印乳業
全農，全酪連と牛乳事業統合で合意．０３年１月
「日本ミルクコミュニティ」発足．新ブランド「メ
グミルク」創設．

１９ 金融庁
個人向け年金保険の銀行での窓口販売を認可．１０
月１日から．

１４ 米ウォルマート，西友，住友商事
資本・業務提携締結を合意．１２月１２日ウォルマー
トが西友の経営権取得を発表．３４％の株式保有で
筆頭株主に．

１９ 金融庁
ブリッジバンクの「日本承継銀行」に銀行免許．
石川銀行，中部銀行の受け皿に．

１９ ダイエー
産業再生法適用を経済産業省に申請．

１９ 金融審議会
個人年金などの銀行窓口販売開始を決定．

２８ 雪印乳業
経営再建計画を発表．第３者割当増資実施などが
柱．全国農業協同組合連合会が筆頭株主に．５月
２３日新再建計画，牛乳部門分離，人員削減などが
柱．５００億円の金融支援を要請．

２２ 都銀キャッシュサービス，地銀CD全国ネット
ワーク
次世代ATMシステム統合を発表．

２５ 国土交通省
公示地価発表 全国平均で前年比５．９％減少．１１
年連続で下落．全国平均で住宅地は５．２％，商業
地は８．３％下落．



５９２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００２年
３月

４月 ８ 加藤紘一元自民党幹事長
政治資金流用疑惑の責任をとり辞職表明（４
月９日衆議院，辞職を許可）．

１１ 日本銀行
金融政策決定会合，現状維持を決定．

１８ IMF
世界経済見通し，０２年の世界の成長率２．８％，
日本は－１．０％．日本経済に強い懸念．

１５ 塩川正十郎財務相
消費税の益税解消を表明

１９ 井上裕参議院議長
辞表提出（元政策秘書の裏金受領疑惑）（４
月２２日後任に倉田寛之元自治相．５月２日井
上裕前参議院議長，議員辞職願を提出）．

２４ 日本銀行植田和男審議委員
「構造問題と金融政策の有効性」景気回復に
財政措置の可能性．

２５ OECD
経済見通し，日本０２年は－０．７％．

３０ 日本銀行
政策委員会「経済・物価の将来展望とリスク
評価（００年４月）」．

２７ 小泉純一郎首相
東南アジア４ヵ国歴訪（～５月３日）（ファ
ン・バン・カイベトナム首相と首脳会談（ハ
ノイ））．

３０ 日本銀行
金融政策決定会合，全員一致で現状維持決
定．当座預金残高１０～１５兆円を目標．

５月 ５ フランス
大統領選挙決選投票，保守党のシラク大統領
が再選．

４ 財務省
独立行政法人に財政投融資による資金供給を
続ける方針．

２０ 国際捕鯨委員会（IWC）総会
開催（～５月２４日，山口県下関市）（日本の
提案いずれも否決）．

５ 財務省
消費税の簡易課税縮小へ．益税減らしねら
う．

２１ 衆議院本会議
地球温暖化防止の京都議定書の政府批准を承
認（地球温暖化対策推進法の改正案も可決）．

１３ 経済財政諮問会議
経済活性化戦略の中間とりまとめ公表，構造
改革特区を導入．

１５ 与党３党
１ヵ月以内にデフレ追加策を策定する方針を
決定．

１５ 植田和男日本銀行審議委員
講演，財政に一時的拡大の余地．



５９３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２８ 日本承継銀行

破綻の石川銀行，中部銀行の引継ぎ．

２８ 日本銀行
中国人民銀行と通貨スワップ協定締結．

１ みずほホールディングス
みずほ銀行やみずほコーポレート銀行などに再
編．

５ コマツ製作所，日立建機
建設機械分野で提携を発表．

１ ペイオフ
解禁．普通預金金利引き下げ相次ぐ．

９ ニコニコ堂
民事再生法の適用申請．連結の負債総額は約１０７０
億円．９日，イズミが支援表明．

１ 親和銀行，九州銀行
経営統合．

１０ 日産自動車
同社初の軽自動車「モコ」発売．スズキがOEM
供給．

１０ 日本銀行
３月の要求払い預金，前年同月比２８．１％増，７３年
９月以来の伸び→ペイオフ．

１１ イトーヨーカ堂
スーパー首位に．０２年２月期の単独営業利益３０６
億円でイオンを抜く．

１２ 金融庁
銀行の特別審査，大手行追加損失２兆円．不良債
権４．７兆円増．

１２ 金融庁
より強固な金融システムの構築に向けた施策発
表．

１５ 金融庁
みずほ銀行に決済状況の毎日報告を要求．

１５ 米S&P
日本国債（外貨建てと円建て）の格付けをAA
からAA－に１段階引き下げ．G７中単独最低．

１６ 住宅市場研究会
住宅市場の活性化に向けた提言をまとめる．高齢
者らの住み替え支援のため，手放した住宅の売買
を成立しやすくする仕組みを導入する必要がある
と指摘．

２８ 住友，安田，朝日，三井生命
０２年３月期決算で準備金取崩しへ．

３０ 国土交通省
０１年度の新設住宅着工戸数，前年度比３．３％減の
１１７万３０７７戸と，２年連続のマイナスになったと
発表．８３年以来の低水準．賃貸マンションなど貸
家は増えたが，戸建ての注文住宅（持ち家）が３６
年ぶりに４０万戸を下回るなど大幅に減少した．

１３ 政府
整理回収機構に不良債権買い取り価格引き上げを
要請へ．

１３ トヨタ自動車
０２年３月期決算を発表．売上高，前期比１２．５％増
の１５兆１０６２億円，経常利益，前期比１４．５％増の１
兆１１３５億円（日本企業初の１兆円超）．

１５ ソニー銀行
３月期決算，赤字４１億円．

１５ 大京
再建計画を発表．主力４行へ総額４７００億円の金融
支援要請．５年で有利子負債３分の１に．

３１ 米ムーディーズ
財政赤字を理由に日本国債を２段階（Aa２→A
２）格下げ（財務省は，市場には影響なしと反発）．

１６ スズキ
インドのマルチ・ウドヨグを子会社化すると発
表．

２０ ダスキン
肉まんに認可されていない酸化防止剤使用の事実
明らかに．

２１ イオン
いなげやの筆頭株主になったと発表．不動産会社
の秀和から株式取得．０４年４月１２日いなげやとの
業務提携を発表．



５９４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００２年
５月

１７ 政府
５月の月例経済報告で景気底入れ宣言．

２０ 経済財政諮問会議
税制改革の基本方針原案明らかに．公正・活
力・簡素，６月に公表．

２１ 日本銀行
金融政策決定会合，量的金融緩和策の維持を
全員一致で決定．

２２ 政府，日本銀行
東京外為市場で円売りドル買い単独介入．０１
年９月２８日以来の介入．１ドル１２３円台．

２２ 改正商法
成立．米国型経営形態が可能に．

２４ 政府税制調査会
６月の基本方針公表時，消費税将来の引き上
げ明記へ．

３１ 政府，日本銀行
東京・ニューヨーク外為市場で円売りドル買
い介入．

６月 ５ テロ資金供与処罰法
可決，成立．

７ 小泉純一郎首相
政府税調に対し，税制改革０６年度完了，法人
課税の実効税率引き下げ，外形標準課税導入
を指示．

１２ 日本銀行
金融政策決定会合，金融政策現状維持を全員
一致で決定．

１３ 経済財政諮問会議
「経済財政運営と構造改革の基本方針」（骨太
方針第２弾）原案公表．

１４ 政府税制調査会
基本方針を答申．税負担増を鮮明に．個人所
得控除を縮小．

１８ 財務省，総務省
０３年度から独立行政法人の業績評価に格付け
制度導入へ．

２１ 経済財政諮問会議
骨太方針第２弾決定．「経済財政運営と構造
改革に関する基本方針２００２」．

２１ 小泉純一郎首相
「道路関係４公団民営化推進委員会」のメン
バー７名決定（７人の侍）．

２４ 政府，日本銀行
東京外為で円売りドル買いの市場介入．

２６ 日本銀行
金融政策決定会合，金融政策現状維持を全員
一致で決定．

７月 ５ 長野県議会
田中康夫長野県知事の不信任決議案を可決
（７月１５日田中康夫長野県知事，失職，出直
し知事選に再出馬．９月１日再選）．

３ 山口日本銀行副総裁
「未踏の領域における中央銀行」量的緩和の
効果は限定的と発言．

２１ 米ワールドコム社
米連邦破産法の適用申請（米史上最大の企業
破綻，負債総額４１０億ドル）．

１６ 日本銀行
金融政策決定会合，現状維持を全員一致で決
定．



５９５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２１ 川奈ホテル

民事再生法申請．負債６７０億円，コクドと営業譲
渡交渉．

２１ 日本原子力発電
敦賀原発１号機廃炉の方針が明らかに．１０年度を
目途．

２１ インターネット人口が５５００万人に．総務省が０１年
末時点で調査．

２５ 中部電力
浜岡原発の緊急炉冷却装置から水漏れ事故．

２８ 日本経済団体連合会
正式発足．

３０ ハナエモリ
民事再生法を申請．負債総額は約１００億円，ブラ
ンドは三井物産が引き継ぐ．

５ 証券決済システム改革法
成立．個人向け専用国債導入．

７ トヨタ自動車
ポーランドの現地法人（TMMP）の工場開所式
挙行．手動変速機（MT）などを生産．

７ 総務省
郵便貯金金利引き下げ．

１３ 新日本製鉄，住友金属工業
ステンレス事業統合で基本覚書を締結．０３年１０月
１日「新日鉄住金ステンレス」発足．

９ アイワイバンク銀行
今夏にも消費者金融大手７社にATM開放．

１９ 東芝，富士通
システム LSI の共同開発を中心に半導体で包括
提携と発表．

１１ 金融庁
金融機関の主要株主（２０％以上保有）に投資ファ
ンドを認めず．

２４ 石川島播磨重工業
新潟鉄工所の事業継承交渉に入ったと発表．０３年
２月３日新潟鉄工の原動機と交通システム・車両
部門をそれぞれ子会社化．交通システム・車両部
門の社名「新潟トランシス」．

１２ IMF
Global Financial Stability Report 発表．日本の金
融は世界の不安要因．

２５ 北海道国際航空（エア・ドゥ）
民事再生法の適用申請．負債総額約６０億円．９月
１７日全日空と業務委託契約，再建計画案を東京地
裁に提出．

１４ 柳沢伯夫金融担当相
「ペイオフの全面解禁延期ない」と表明．

１８ 財務省，総務省
０３年度から独立行政法人の業績評価に格付け制度
導入へ．

１９ 金融庁
みずほフィナンシャルグループに業務改善命令を
発動．

２０ 政府税制調査会
生前贈与非課税枠を拡大へ．贈与側の年齢６５歳以
上に限定．

２ 都市再生本部
東京臨海地域など東京都，大阪府など計１７地域，
約３５１５ヘクタールを重点的に市街地整備する「都
市再生緊急整備地域」に指定することを決定．

１ JR 西日本
大阪環状線と片町線で女性専用車を試験的に導
入．平日朝ラッシュ時に設定．１０月１日本格導
入．阪急電鉄，京阪電気鉄道も試験導入．１２月２
日 JR西，東海道・山陽緩行線，JR東西線，福知
山線，湖西線へも拡大，阪急，京阪が本格導入．

２ 参院国土交通委員会
首都圏と近畿圏の中心部で工場や大学の新増設を
制限してきた法律の廃止を全会一致で可決．

３ 旭化成，三菱化学，出光石油化学
ポリスチレンの国内事業統合で合意．０３年４月１
日統合会社「PSジャパン」発足．



５９６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００２年
７月

３０ 衆議院本会議
小泉純一郎内閣不信任決議案を否決．

１９ 速水優日本銀行総裁
「地域金融機関の数，もう少し減ってもいい．
必要なら公的資金」と発言．

２３ 総合規制改革会議
規制改革推進の第二次答申の中間とりまとめ
決定．

２３ 与党３党の有志議員による「高速道路建設推
進議員連盟」が発足．

２４ 郵政関連４法
成立．０３年４月１日郵政事業庁は日本郵政公
社に．

２４ 速水優日本銀行総裁
「日本経済の現状と課題」ペイオフ全面解禁
延期論を否定．

２６ 小泉純一郎首相
経済財政諮問会議，１兆円規模の減税（法人
税）を提案．

２６ 医療制度改革法
成立．サラリーマンの３割負担など改正健康
保険法を含む．

８月 ５ 住民基本台帳ネットワークシステム（住基
ネット）
稼働開始（東京都杉並区など６市区町は参加
見送り）．

１ 小泉純一郎首相
「来年度国債発行額は３０兆円枠にこだわらな
い」と表明．

９ 田中真紀子元外相
公設秘書給与流用疑惑の責任をとり辞職願提
出．

３ 小泉純一郎首相
先行減税の方針固める．０３年度１兆円規模の
減税，２年後に増税で穴埋め．

１１ 米USエアウェイズ
米連邦破産法の適用申請，経営破綻．

８ 人事院
０２年度国家公務員一般職給与について平均月
額７７７０円（２．０３％）の引き下げ勧告（制度創
設以来初）．



５９７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
３ 財務省
０３年１月から国債入札に政府公認制．証券十数社
を指定へ．

４ JT
たばこ８工場の閉鎖発表．需要減見込む．０３年９
月，６工場の追加閉鎖を決定．

４ 金融庁
銀行店舗で株販売認め，系列証券に間貸し解禁の
方針．

２２ 本田技研工業
１０万円を切る中国製スクーターを日本で発売と発
表．８月８日発売．

５ 塩川正十郎財務相
「日本のオーバーバンキング（銀行過剰）状態の
是正に取り組む」アジア欧州会議．

２２ 菱食，ニチレイ
冷凍食品卸事業統合を発表．０３年１０月卸子会社同
士を合併した「アールワイフードサービス」発足．

１０ 金融庁
地域金融機関の合併支援策の素案公表．

３０ 武田薬品工業
農薬事業から撤退．住友化学工業に事業売却で合
意．

１０ 中原眞日本銀行審議委員
「ペイオフ全面解禁へ環境整備」が必要と発言．

３０ サントリーホールディングス
医薬事業撤退．第一製薬と共同出資会社を設立と
発表．０２年１２月２７日「第一サントリーファーマ」
設立．

１２ 日本型金融システム，行政の将来ビジョン懇話会
金融行政のあり方見直しで報告書．

１２ 高木祥吉金融庁長官
「ペイオフは予定通りに」と発言．

１５ 社会資本整備審議会
住宅宅地分科会宅地政策ワーキンググループは，
宅地の大量供給を目指す量的拡大政策を転換，宅
地の質向上に注力すべきとする報告書を発表．

１９ 閣議
土地再生特別措置法に基づき東京都など１７地域を
「都市再生緊急整備地域」に指定．（０２年１０月４
日 第２次指定，札幌市，神戸市，福岡市など２８
地域．）

２２ 小泉純一郎首相
ペイオフ全面解禁予定通り断行と発言．

２９ IMF
金融庁に対する金融評価プログラム（FSAP）を
１０月から実施へ．日銀と財務省への審査は既に６
月から開始．

３０ 小泉純一郎首相
柳沢金融相にペイオフ解禁で決済性預金保護を指
示．

３０ 小泉純一郎首相
ペイオフ全面解禁事実上延期を柳沢金融相に指
示．全額保護の新型流動性預金を導入へ．

２ 金融庁
０２年３月末全国銀行の不良債権残高４３．２兆円，前
年同期比２８．６％増．不良債券比率８．４％の上昇．

１ スカイネットアジア航空
羽田～宮崎線に就航．

２ 金融庁
ペイオフ解禁以降も例外的に当座預金の全額保護
をするために預金保険料引き上げ検討開始．

６ 古河電気工業，スカイアルミニウム
アルミ事業の完全統合を発表．０３年１０月１日「古
河スカイ」発足．

２ 国税庁
路線価発表．１０年連続下落，平均６．５％減，下げ
幅３年ぶり拡大．

６ 日本ハム
牛肉偽装を認める．

５ 柳沢伯夫金融相
証券市場の活性化を目指す包括的な金融市場改革
案公表．

９ 大正製薬，富山化学工業
資本・業務提携で合意と発表．９月９日正式調
印．０３年４月医療用医薬品の販売部門を統合した
「大正富山医薬品」発足．



５９８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００２年
８月

９月 １２ 小泉純一郎首相，ブッシュ米大統領
日米首脳会談（ニューヨーク）（イラクの大
量破壊兵器問題での国際協調体制づくりを要
請．１３日，不良債権の処理を公約）．

１ 財務省
０３年度中にインフレ連動国債を発行へ．

１７ 小泉純一郎首相
北朝鮮を訪問．日朝首脳会談で平壌宣言．

５ 速水優日本銀行総裁
「金融システム全体の安定に疑問が呈せられ
る事態に陥った場合には，公的資本注入を含
めて早めに対応していくことが必要」と発言．

２５ IMF
世界経済見通し，日本は０２年が－０．５％，０３
年が＋１．１％．公的資金再注入促す．

６ 郵政３事業のあり方について考える懇談会
最終報告書提出．

２７ G７財務相・中央銀行総裁会議（ワシントン）
日本不良債権処理加速と公的資金投入を表
明．

９ 経済財政諮問会議
民間議員緊急提言，金融システム・税制・規
制・歳出の４改革．

２８ IMF 国際通貨金融委員会
日本に対して「不良債権（non-performing
loans）処理を積極的に」．

１５ 小泉純一郎首相
柳沢金融相に不良債権処理加速を指示．

１８ 日本銀行
金融政策決定会合，現状維持決定．

１８ 日本銀行
政策委員会会合，「金融システムの安定に向
けた日本銀行の新たな取り組みについて」銀
行保有株式を日銀が８兆円規模で直接買い取
りへ．

２０ 政府，日本銀行
一体となって不良債権処理を進めることで合
意．



５９９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
８ 金融庁
決済性預金の全額保護策を検討する金融審議会の
プロジェクト・チーム設置．

２１ アサヒビール，オリオンビール
包括的業務提携に合意と発表．アサヒ，オリオン
に１０％出資．９月１７日アサヒが「オリオンドラフ
ト」を全国発売すると発表．

１３ 速水優日本銀行総裁
「（ペイオフ保護の対象は）できるだけ最小限にと
どめるべき」と表明．

２９ トヨタ自動車
中国の第一汽車と包括提携．

１４ 日本銀行
「全国銀行の０１年度決算について」最終損益４兆
９０００億円．

１６ 大阪証券取引所
ナスダック・ジャパンとの提携を１０月１５日付けで
解消と発表．

１９ 金融審議会
金融界はペイオフ新型預金に難色．システム開発
費用で．

２２ 金融庁
金利ゼロの条件で普通預金全額保護を検討．ペイ
オフ全面解禁対策．

２３ 金融庁
銀行社債の窓口販売を０３年に解禁へ．

２８ 金融審議会
ペイオフ対策の決済専用預金の導入を民間金融機
関に義務づけないことで一致．

２９ ソニー銀行
決済専用預金は導入しないと表明．

２９ 金融庁
金融機関の合併・再編促進策を発表．

２ 金融審議会
当座預金と金利ゼロの普通預金を全額保護する報
告書．

２ トヨタ自動車，日産自動車
低公害車の環境技術で提携合意．

５ 金融審議会
決済専用預金の恒久的な全額保護を報告「決済機
能の安定確保のための方策について」（新型預金
の提供義務づけ案は見送り．無利子の普通預金な
ど決済専用預金の恒久的保護やペイオフ解禁２年
延期）を答申．

２ 東京電力
南直哉社長，原発記録改ざん問題で引責辞任（同
社首脳５人も辞任）．福島第２原発で放射能漏れ，
運転を停止．

９ 米S&P
朝日，住友，三井，明治，安田の５社を格下げ．

１２ 新潟県など
東京電力に与えたプルサーマル計画の事前了解撤
回を決定．原発トラブル隠し問題を受けて．

９ 金融庁
銀行と系列証券の店舗規制緩和策をまとめる．

１９ 日産自動車
中国大手自動車メーカーの東風汽車と合弁会社設
立と発表．０３年６月９日合弁の新会社「東風汽車」
を設立したと発表．６月１６日「サニー」の生産開
始．

１４ 金融庁
「不良債権問題の早期解決に向けたシナリオ」公
表．

２７ NKK，川崎製鉄
共同持株会社「JFEホールディングス」を発足，
両社を傘下に．

１８ 公正取引委員会
銀行による５％超の事業会社株式保有の認可基準
公表．

２７ ジャパンエナジー，日鉱金属
共同持株会社「新日鉱ホールディングス」を発足．
石油，金属，電子材料にまたがる企業体に．

２０ 金融庁
０３年４月のペイオフ全面解禁を５ヵ月延期し９月
とする方針を全銀協に通知．

３０ ファーストリテイリング
「ユニクロ」中国に初進出，上海の繁華街に２店
舗開店．

２６ 三菱東京フィナンシャルグループ
０２年９月中間期の最終損益が１０００億円規模の赤字
になる見通し．



６００

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００２年
９月

２０ 厚労省
少子化対策プラスワンを発表．

２０ 財務省
００年度の国と特殊法人を合わせた連結ベース
の貸借対照表を初めて公表．債務超過最大で
８６９兆円．

２５ 麻生太郎自民党政調会長
株価とともに下げ続けている地価に歯止めを
かけるため，不良債権問題に手をつける前
に，土地税制見直しが必要であると表明．

２６ 経済財政諮問会議
（９月２０日開催）の議事要旨公表．速水日銀
総裁，銀行保有株買い取り説明．

１０月 １０ 米下院本会議
対イラク武力行使容認決議を可決．１０月１１日
上院本会議可決．

３ 小泉純一郎首相
ペイオフ全面解禁延期する方針固める．

１２ インドネシアバリ島で爆弾テロ，１９０人以上
死亡．

７ 政府
ペイオフ全面解禁を２年延期と無利子普通預
金など決済専用預金の恒久的保護決定．

１８ 第１５５臨時国会
召集（１２月１３日閉会）．

７ 経済財政諮問会議
ペイオフ全面解禁２年延長（０５年４月解禁）
を決定．

１１ 政府
構造改革特区プログラム決定．農業分野への
株式会社参入など８０項目．医療・教育は見送
り．

１１ 日本銀行
不良債権処理問題の基本方針公表．

１１ 日本銀行
金融政策決定会合，金融政策現状維持決定．
当座預金残高１０～１５兆円を目標．

１１ 政府
０３年度の税制改革固まる．生前贈与１０００万円
非課税枠．

１７ 経済財政諮問会議
デフレの「総合的な対応策」の骨格固まる．
先行減税は１兆円を超える規模で．

２２ 政府税制調査会
相続税の最高税率（現行７０％）を５０％程度に
引き下げる方針で一致．

３０ 政府・与党
総合デフレ対策決定．税効果会計の見直しは
時期明記せず．産業再生機構の創設．不良債
権処理は０４年までに完了させる．０５年４月
（ペイオフ完全実施）決済用預金導入．特別
土地保有税廃止など．



６０１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２７ 塩川正十郎財務相

G７で公的資金投入を表明すると明言．

２７ 金融庁
整理回収機構（RCC）の買い取り価格「実質簿
価」を検討．不良債権購入を拡大へ．

２７ 金融庁
生保契約者保護を継続（０３年３月に切れる４０００億
円の公的資金枠）．

３０ 竹中経済財政担当大臣
金融担当相を兼務．柳沢金融相は更迭．

３０ 金融審議会
決済機能に関し，「中期展望した金融システムの
将来ビジョン」答申．

１ 銀行，信金
生保窓口販売開始．

１ NKK，日立造船
造船事業を統合，ユニバーサル造船に．

３ 金融庁
不良債権処理の抜本策を検討する特別チーム任
命．「金融分野緊急対応戦略プロジェクトチーム」
民間からは，香西泰，木村剛，中原伸之，吉田和
男，奥山章雄．

２ 日本航空，日本エアシステム
経営統合に向けて持株会社「日本航空システム」
を発足．０４年６月２６日持株会社名を「日本航空」
に変更．

３ 国土審議会土地政策分科会企画部会
購入にかかる流通課税を廃止し，保有時にかかる
固定資産税を軽減する必要があるとした土地税制
の見直しを求める意見書を提出．

１８ エスティティ開発（ゴルフ場大手）
民事再生法を申請．負債総額４９００億円．

７ 竹中平蔵金融相
不良債権処理で「大手銀行も例外とせず」と発言．

１１ 日本銀行
「不良債権問題の基本的な考え方」公表．

１８ 国土審議会基本政策部会
現行の全国総合開発計画に代わる新たな国土計画
のあり方を定めた最終報告書案をまとめる．

２２ 竹中平蔵金融相
自民党に金融安定化策を提示．

２３ 竹中平蔵金融相
大手行首脳１３人と金融再生問題めぐり会談．

２５ 大手銀行
不良債権処理加速の「竹中案」に全面反対する共
同声明発表．

２５ 金融庁
０３年にも外国証券会社参入規制を緩和．

２５ 金融庁
「貸し渋り・貸しはがしホットライン」を開設．

３０ 日本銀行
金融政策決定会合，追加金融緩和策決定．日銀当
座預金残高１５～２０兆円に引き上げ．長期国債買い
入れ額を月１兆２０００億円に増加．



６０２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００２年
１０月

１１月 ８ 中国共産党第１６回大会
開幕．１１月１５日 総書記に胡錦濤国家副主席
選出，江沢民総書記は引退し党中央軍事委主
席に留任．

１４ 小泉純一郎首相
０２年度補正予算案編成を決定．

１９ 日本銀行
金融政策決定会合，量的緩和維持，日銀当座
預金残高２０兆円を目途に増やす．

１９ 政府税制調査会
０３年度税制改正で答申．法人税率引き下げは
見送り．

２１ 政府・与党
補正予算６兆円規模．公共投資１兆５０００億
円．国債発行は５兆円．

２２ 改正銀行株式保有制限法
成立．０４年中間決算までに持ち合い株式残高
を自己資本以内に減らす義務．

２２ 経済財政諮問会議
０３年度予算編成の基本方針原案提示．

２８ 自民党税制調査会
所得税の課税最低限下げる方向で一致．現在
は約３８４万円．

２９ 日本銀行
銀行保有株式の買い入れ開始．三井トラスト
など要請へ．

２９ 自民党税制調査会
消費税免税点１０００～２０００万円へ引き下げへ．
現行３０００万円．

１２月 ３ 鳩山由紀夫民主党代表
自由党との新党構想をめぐる混乱の責任をと
り辞任を表明（１２月１０日菅直人前幹事長，民
主党代表選で当選）．

３ 自民党税制調査会
所得税控除の縮小・廃止を０４年１月以降に先
延ばしする方向へ．

９ 米ユナイテッド航空
米連邦破産法の適用を申請し破綻（過去最
大）．

６ 改正会社更生法
成立．再建手続き迅速に．

１９ 韓国
大統領選挙．民主党の盧武鉉が当選．

６ 塩川正十郎財務相，竹中平蔵金融相
円安容認発言．「購買力平価を基準にして比
較するのがよい」．

９ 政府・与党
０４年度から外形標準課税の導入を固める．資
本金１億円未満の企業は除外．

１３ 与党
０３年度税制改正大綱決定，配偶者特別控除を
０４年１月から廃止．特定扶養控除（１６歳から
２２歳の子供）は存続．
たばこ１本当り１円増税（０３年７月実施），
発泡酒３５０ml 当り１０円引き上げ（０３年５月実
施），大企業へ外形標準課税（０４年度実施），
先行減税１兆８０００億円．課税最低額は３８４万
円から３２５万円に引き下げ．

１７ 日本銀行
金融政策決定会合，現状維持決定，企業の資
金繰り支援策を決定．資産担保CP受け入れ
の基準を緩和．

１９ 産業再生・雇用対策戦略本部
「企業・産業再生に関する基本指針」を決定．



６０３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
３０ 竹中平蔵金融相

記者会見し，金融正常化に向け「０４年度に不良債
権比率を現状（９％程度）の半分に低下させる」
と表明．「金融再生プログラム」を提示．

１ 中部銀行
清水銀行，静岡中央銀行，東京スター銀行に３分
割譲渡．

１４ 新日本製鉄，住友金属工業，神戸製鋼所
資本・業務提携で最終合意．鉄鋼業界２大陣営に
集約へ．

１ 金融庁
今後は普通株式購入により大手銀行へ公的資金注
入する検討に入る．

８ 金融庁
主要行の自己査定と同庁検査の格差を発表．大手
銀行の不良債権額，金融庁査定で４７兆円超，銀行
査定は３４兆６０００億円．

１３ 金融庁
システム統合に関するチェックリスト公表．

１３ 米S&P
４大銀行の株式評価を引き下げ．

１８ 金融審議会
金融再生プログラムを了承．

２２ 預金保険機構
政府系金融機関との連携など再生機能強化策発
表．

２５ 金融庁
生保の予定利率下げへ法改正へ．

２９ 竹中平蔵金融相
金融再生プログラムの実施（不良債権処理加速）
の手順を示す「作業工程表」発表．

２ 三井住友フィナンシャルグループ
三井住友銀行などを傘下に抱える持ち株会社，
「三井住友フィナンシャルグループ」（SMFG）が
発足．

１ 東北新幹線，盛岡～八戸間開業．東京～八戸間を
最速２時間５６分で結ぶ「はやて」運行開始．並行
在来線は第３セクター「IGRいわて銀河鉄道」・
「青い森鉄道」に移管．

５ 預金保険機構
大手銀行，４～９月に整理回収機構に売却した不
良債権４９００億円．三菱東京が６割を占める．

１ ソニー
アイワを吸収合併．

８ 金融庁
銀行に副業解禁へ．みずほ銀行のビルの屋上や壁
に外部企業の広告を認める．

２ 博報堂，大広，読売広告社
経営統合を正式発表．０３年１０月１日持株会社「博
報堂DYホールディングス」設立．

９ 日本銀行
卸売物価指数を廃止して「企業物価指数」へ．１２
月分（２月１４日公表）から．

２ 島根，鳥取両県知事
宍道湖・中海の淡水化事業中止を表明（農相，同
事業の中止を発表）．

１０ 金融庁
早期是正措置の厳格化等３点の監督強化公表．

１１ 日商岩井，ニチメン
統合を発表．子会社１３０社，４０００人削減．米リー
マン・ブラザーズ，５００億円出資へ．０３年４月１
日持株会社「ニチメン・日商岩井ホールディング
ス」発足．

１１ 改正預金保険法など金融システム改革関連３法
成立．ペイオフ解禁０５年３月末まで延期．

２７ トーメン
トヨタ自動車グループからの１００億円出資受け入
れなどを柱とする再建計画を発表．０６年４月１日
豊田通商とトーメンが合併，新たに「豊田通商」
として発足．

１２ 銀行等保有株式取得機構拡充のための改正銀行株
式保有制限法
成立．



６０４

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００２年
１２月

１９ 政府
産業再生機構の基本指針決定「企業・産業再
生に関する基本指針」．

１９ 政府
０３年度政府経済見通し了承．実質０．６％，名
目－０．２％成長．

２３ 政府
０３年４月から合併・統合の審査期間を短縮
へ．産業再生法企業が対象．

２４ 政府
０３年度政府予算案決定，一般会計８１兆７８９１億
円．税収４１兆，３６兆円の新規国債，総額１４１
兆円の発行額．

２５ 経済財政諮問会議
プライマリーバランス黒字達成を２年先送り
にし１３年に．

２００３年
（平成１５年）
１月

７ 川口順子外相，シンハインド首相
会談（ニューデリー）（０３年中に約１１００億円
の円借款を表明）．

９ 日本銀行
初の国債現先売りオペ実施．同買いオペは実
施済み初の国債現先売りオペ実施．同買いオ
ペは実施済み．

２０ 第１５６通常国会
召集（７月２８日閉会）．

１５ 竹中平蔵経済財政・金融相
「インフレターゲットは１つの可能性のある
選択肢」とオーストラリアで発言．

２３ 財務省 円の国際化推進研究会
「円の国際化の推進」オフショア市場での社
債取引春にも解禁へ．

２３ 小泉純一郎首相
インフレ目標に慎重「導入したら批判の大合
唱になる」（衆議院予算委員会）．

２４ 政府
０３年度経済見通し閣議決定．実質成長率は
０．６％，名目は－０．２％．

３０ 補正予算案
成立（約３兆円）．０２年度の国債発行３４兆９６８０
億円．３０兆円を突破．

３０ 経済財政諮問会議
０３年に討議する主要議題を決定．政府・日銀
一体でのデフレ対策や年金を含む社会保障制
度改革などで，成果を６月にまとめる経済・
財政運営の基本方針に反映させる．



６０５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１３ 内閣府

内閣府試算，不良債権処理加速で失業者２２万人
「不良債権の処理とその影響について II」．

１６ 大証ナスダックジャパン
「ヘラクレス」．取引開始．

１６ 金融審議会
株式販売の窓口として「証券代理店」を認めるな
どの証券市場活性化のための報告書．

２５ 金融庁
みずほ銀行，中小企業への融資５兆円減少．大手
銀行全体で９兆円の減少．金融庁業務改善命令へ
「経営健全化計画履行状況報告」．

２５ 金融庁
経営破綻した在日朝鮮人系の５つの信組の受け皿
ハナ信組に４１０７億円の公的資金投入．

２６ 金融庁
０３年３月期からDCF（discount cash flow 割引現
在価値法）導入を発表 「金融再生プログラム関
連等に係る検査マニュアルの改訂について」．

２６ 金融庁
大手行対象に０３年３月期からDCF手法導入へ金
融検査マニュアル改訂．

２７ 金融庁
金融問題タスクフォースを設置．

１ 金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置
法
施行．

６ 三菱ふそうトラック・バス
三菱自動車工業よりトラック・バス部門分離，三
菱自動車の１００％子会社として発足．３月１４日ダ
イムラークライスラーと三菱グループの出資手続
き完了．ダイムラーが筆頭株主（４２％）に．１２月
１１日ダイムラーが追加出資を決定，子会社化へ．

５ 信用保証協会
昨年末までに，肩代り返済１兆円突破，「特別保
証」利用企業の倒産続発．

１４ 西武百貨店
みずほコーポレート銀行などに総額２３００億円の金
融支援を要請する再建計画案を決定．２月２１日債
権者会議で再建計画了承．私的整理が成立へ．３
月２５日臨時株主総会，減増資や債務の株式化によ
る再建計画を決議．

５ 整理回収機構
０２年の不良債権買い取り額前年比２．５倍の１．２兆円
（債権元本ベース）．

１５ 自動車総連
ベースアップ要求見送りを決定．

１５ 三井住友銀行
ゴールドマン全株売却，利益で不良債権処理．

２３ 三菱重工業など日本企業７社
台湾の新幹線受注に成功．

１７ 政府
中小企業向け融資に限定した新たな信用保険制度
を０４年中に創設へ．融資機関はノンバンク・商社
も対象．

２７ ダイエー
総合家電撤退を発表．

２０ 日本銀行
中小資金繰り支援策始動，東京三菱の資産担保
CPを認定，適格担保範囲拡大．

２１ みずほ FG
最終赤字２兆円，税効果資本，８０００億円放棄，１
兆円増資発表．

２２ 金融庁
金融問題タスクフォース初会合，大手銀の経営改
革注視．

２３ 三井住友銀行
熊谷組金融支援２５００億円，不動産事業を分離，不
良債権処理急ぐ．



６０６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００３年
１月

２月 ４ セルビア・モンテネグロ
ユーゴスラビア連邦共和国から改称（新ユー
ゴスラビア）．

１４ 日本銀行
金融政策決定会合，現状維持決定．全員一致
流動性預金金利上限規制を０５年３月（ペイ

オフ解禁）まで延長を決定．

２２ 小泉純一郎首相，パウエル米国務長官
会談（日米同盟の重要性を確認）．

２４ 日本銀行
日銀総裁に福井俊彦富士通総研理事長，元日
銀副総裁，決定．副総裁は武藤敏郎前財務次
官と岩田一政内閣府政策統括官．任期は３月
２０日から５年間．小泉首相選定．

２５ 盧武鉉
韓国大統領に就任．

３月 １５ 中国第１０期全国人民代表大会第１回会議
開催．新国家主席に胡錦濤共産党総書記を選
出．３月１６日 新首相に温家宝副首相を選
出．

１ 日本銀行
量的金融緩和，４月以降は郵政公社も対象に
検討開始．

２０ イラク攻撃
開始．イラク戦争始まる．

５ 日本銀行
金融政策決定会合，現状維持．当座預金残高
目標を４月１日から１７～２２兆円に設定．２兆
円は郵政公社分．



６０７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２３ 金融庁

保険業法改正，銀行業務，生損保に一部解禁など
を定めた改正保険業法の骨格を固める。．

２７ 金融庁
主要行に対し特別検査実施を通告．

３０ 東京都
東京都の銀行への外形標準課税，高裁でも銀行勝
訴，１６２９億円返還命令．

３１ 日経平均株価
８２３７．０３円に．

３１ 金融庁
みずほホールディングスに業務改善命令．中小企
業融資激減で．

３ 個人向け国債募集
開始（３月１０日発行），初回発行分３８００億円（う
ち郵便局５００億円）ほぼ完売．

１２ シーアンドエス
０４年２月期に初の店舗純減になると発表．競争激
化で．

７ 三菱東京 FG
普通株で公募増資．３５００億円，日米欧で同時募
集．

１７ エスティティコーポレーション（リゾート施設運
営）
民事再生法を申請．負債総額３１３１億円．

７ 金融庁
０２年９月末の全国銀行不良債権残高，３月末比３
兆１０００億円減の４０兆１０００億円．

１８ 日本ゴルフ振興（ゴルフ場最大手）
民事再生法を申請．整理回収機構と共同で．負債
総額３６００億円．

１２ りそなホールディングス
最終赤字１８５０億円．本格的リストラ着手，含み損
対策急務．

２４ 三協アルミニウム工業，立山アルミニウム工業
経営統合を発表．１２月１日持株会社「三協・立山
ホールディングス」発足．０６年６月１日HD傘下
の販売会社三協アルミと立山アルミが合併，「三
協立山アルミ」発足．

１３ 金融庁
生保の予定利率下げ「事業継続困難」が条件，法
案改正骨子を自民党委員会幹部会に提出．

２５ 東宝
英ヴァージン・グループから複合映画館運営会社
を買収すると発表．３月３１日株式譲渡契約．１０３
億円で買収．

２１ 関東銀行
地域金融合併の「促進法」，申請第１号に－公的
資金注入，来月にも申請．

２６ ハウステンボス
会社更生法適用申請．負債総額２２８９億円．９月３
日再建支援企業に野村証券系の投資会社，野村プ
リンシパル・ファイナンスが決定．

２１ 金融庁
銀行による第三者割当増資に関するガイドライン
公表．

２４ 日本公認会計士協会
主要行監査の一層の厳格化求める会長通達．

２５ 金融庁
金融再生プログラム受け検査マニュアルを改訂．

２６ 金融庁
「税効果資本」を除いた大手銀行の０２年９月末の
自己資本比率５．５％．銀行発表は１０．６％．自民党
の会合で示す．

１ りそな銀行，埼玉りそな銀行
りそな銀行と埼玉りそな銀行，発足．

５ ダイエー
営業見直し発表．マルエツと連携強化し店舗再生
へ．

６ 預金保険機構
破綻金融機関１６８処理に国民負担１０兆円．総額１８
兆円贈与．

１０ ハザマ，安藤建設
資本・業務提携を発表．安藤建設がハザマ建設部
門の新会社の優先株１０億円分を引き受け．



６０８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００３年
３月

２３ 川口順子外相
ヨルダンに１億ドルの無償資金協力を発表
（イラク戦争の周辺国支援策）．

１４ 小泉純一郎首相
福井次期日銀総裁に追加金融策を要請．５項
目の要求．０５年度デフレ脱却，「政策会合」
（年５回ぐらい）新設，財務相と為替介入で
協力，金融システム強化．

３１ 大島理農相
元秘書の献金流用疑惑で引責辞任．

２０ 福井俊彦
第２９代日銀総裁就任．

２３ 政府・与党・日本銀行
緊急経済対策協議．長期保有株に限って時価
会計実施を凍結へ．

２５ 日本銀行
臨時政策委員会・金融政策決定会合．銀行保
有株買い入れの上限を３兆円に引き上げ．

２８ ０３年度予算
成立．一般会計８１兆７８９１億円，一般歳出４７兆
５９２２億円．国債依存度４４．６％．

２８ ０３年度税制改正法
成立．５月から発泡酒など増税．

４月 １ 市町村大合併
３３市町村が７市４町に再編，市町村数３１９０
に．さいたま市，政令指定都市に移行．

８ 日本銀行
金融政策決定会合，資産担保CPなど資産担
保証券購入（買い切り）決定．金融政策手段
として民間資産を買い取るのは初めて．当座
預金残高は１７～２２兆円で現状維持．

２ WHO
SARS 感染防止のため中国広東省と香港への
渡航自粛勧告．５月８日台北・天津へも．

８ 小泉純一郎首相，福井俊彦日本銀行総裁
政府（小泉首相），日銀（福井総裁）が初の
定期協議開催．緊密連携を確認．

８ 男女共同参画会議
指導的地位に女性が占める割合の引き上げな
ど最終報告を決定．

２０ 財務省
日銀の自己資本増強を容認へ．

９ 川口順子外相
イラク人道支援のため１億ドル拠出を発表．

２２ 財務省
日銀準備金積み増し，剰余金の１５％で調整
（従来は５％）．

１１ G７財務相・中央銀行総裁会議
開催（～４月１２日，ワシントン）（４月１２日
イラク復興支援へ国際的取り組みの必要性を
表明）．

２９ 政府・与党
「銀行等保有株式取得機構」の銀行拠出金を
時限撤廃へ．株安緊急対策．

１２ IMF 国際通貨金融委員会
「日本には，銀行・企業部門強化，デフレ終
息にさらなる追加策，中期的な財政の強化」
を要望．

３０ 日本銀行
金融政策決定会合，日銀当座預金残高目標を
５兆円引き上げ，２２～２７兆円に．

１３ 石原慎太郎東京都知事
東京都知事選挙で再選．

２０ 中国政府
SARS 感染者３４６人，死者１８人と発表．

２６ 小泉純一郎首相
イギリスなど欧州５ヵ国訪問（～５月３日）
（各国首相と会談（イラク戦後復興に国連の
役割重要との認識一致））．



６０９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
７ 証券取引等監視委員会
日興ソロモン・スミス・バーニー証券を「作為的
相場形成」で金融庁に行政処分を勧告．

１３ 日産自動車
三菱自動車工業からの軽商用車OEM調達を発
表．１０月開始．’０５年６月OEMの対象を軽自動
車に拡大．

１１ 日経平均株価
終値が７８６２．４３円に．

１３ 金融庁
政府の緊急市場安定化策の第１弾として自己株式
取得規制緩和など６項目の株価安策を公表．

１７ 三井住友銀行，わかしお銀行
三井住友銀行とわかしお銀行，合併．

１８ 金融審議会
リレーションシップバンキング作業部会が，報告
書を公表．

２４ 国土交通省
公示地価発表 全国平均で６．４％減少．１２年連続
で下落．全国平均で住宅地は５．８％減少，商業地
は８．０％減少．

２７ UFJ・三菱東京・りそななど，大手都市銀行
３月期，３期続けて赤字，最終赤字７グループで
４兆円．

２８ 金融庁
地域金融機関を０４年まで集中改善期間とするアク
ションプログラムを公表．

３１ 金融庁
合併促進法初適用で関東つくば銀行に公的資本投
入を公表．

１ 日本郵政公社
日本郵政公社が発足．資金３６０兆円，職員２８万人，
ポスト１７万．

２ 産業再生機構法
成立．

３ 長期金利（新発１０年物国債の利回り）
０．６７０％．

１５ 東京電力
全原発運転停止（トラブル隠し問題を受けた点
検・補修により）．

１０ 関西銀行，さわやか銀行
関西銀行，さわやか銀行，来春合併を発表．

１６ 富士重工業，サーブ（スウェーデン）
新車共同開発や販売協力で提携すると発表．６月
富士重３店でサーブ車販売．０４年３月１５日共同開
発の「サーブ９―２X」の生産を国内で始めたと発
表．

１０ 特別保証枠
破綻続出，代位弁済１５％増－昨年度，全国で１兆
２３５０億円．

１６ 産業再生機構
発足．初年度買い取る債権額３兆７０００億円．５月
８日業務開始．

２５ 金融庁
不良債権，追加損失１兆３０００億円，大手銀特別検
査，引当金５０００億円増．

１８ 東芝，三菱電機
産業用電機システム事業の統合を発表．１０月折半
出資の「東芝三菱電機産業システム」発足．

２８ 日経平均株価が終値７６０７．８８円に． ２３ 日産自動車
３月期決算で売上高前期比１０．６％増６兆８５００億円
（経常利益，７１．０％増７０９０億円で過去最高）．

３０ 金融庁
金融持株会社の検査マニュアル草案を発表．

２５ 六本木ヒルズ
東京都港区に開業．民間最大級の再開発地区．



６１０

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００３年
４月

２９ バーゼル銀行監督委員会
０６年導入目指すBIS 新規制案公表．

５月 ９ 政府
中国に SARS 対策のため緊急無償資金協力
１５億円の追加供与を決定．

８ 政府，日本銀行
外為市場で数千億円の「覆面介入」．

２８ 衆議院国会等移転特別委員会（中井洽委員長）
首都機能移転を見送る中間報告を採択．

１４ 政府
証券市場活性化に関する閣僚会議，株式市場
対策を決定．確定拠出年金非課税枠の拡大検
討．

３０ 小泉純一郎首相，プーチンロシア大統領
日ロ首脳会談（サンクトペテルブルグ）（小
泉純一郎首相，石油パイプライン「太平洋
ルート」優先着工を要請）．

１７ 政府
初の「金融危機対応会議（議長小泉首相）」
を開き，りそなグループに公的資金注入を決
定．約２兆円．「特別支援行」として実質国
有化．

１９ 日本銀行
りそな動揺防止に市場へ１兆円供給，日銀当
座残高は２７兆３０００億円．

１９ 政府，日本銀行
海外市場で円売りドル買い介入実施．

２０ 日本銀行
金融政策決定会合，日銀当座預金残高の目標
を２２兆～２７兆から２７兆～３０兆円へ引き上げ．

２８ 経済財政諮問会議
「経済財政運営と構造改革に関する基本方針
２００３」，７つの宣言をまとめる．

６月 １ ０３年度上半期の日中貿易総額
６０４億４２７８万ドル（前年同月比３３．９％増）．

１ 大店立地法など「まちづくり三法」
施行．

１ 第２９回主要先進国首脳会議（エビアン・サ
ミット）
フランスのエビアンにて開幕（～６月３日）．
議長総括で北朝鮮の拉致問題解決に言及．

１０ 政府
りそなグループに１兆９６００億円の公的資金注
入正式決定．

８ ポーランド
国民投票によりEU加盟承認．６月１４日
チェコでも加盟承認．

１１ 日本銀行
金融政策決定会合，資産担保証券の買い取り
具体策を決定，規模は１兆円，７月末までに
実施へ買い取り対象に「ダブルB」までも．

２２ イラク原油の輸出
戦争開始による中断以来３ヵ月ぶりに再開．

１２ 経済財政諮問会議
「経済財政運営と構造改革に関する基本方針
２００３」（「骨太の方針」第３弾）素案公表 ０６
年度までに増税検討．

１７ 政府税制調査会
中期答申「少子・高齢社会における税制のあ
り方」消費税２桁への引き上げ明記．

１８ 経済財政諮問会議
三位一体改革と規制改革を決定．補助金４兆
円削減しその８割を地方移譲，医薬品コンビ
ニ販売に道．

２６ 経済財政諮問会議
「経済財政運営と構造改革に関する基本方針
２００３」（骨太の方針２００３）第３弾決定．具体
策は先送り．年末に自民党と攻防へ．

２７ 改正労働基準法，改正労働者派遣法
成立．製造業への派遣解禁など．

３０ 財務省
初の月間為替介入額を公表．６月（５月２９
日～６月２６日）の介入額６２８９億円．



６１１経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

６ 与党３党
株安・デフレ歯止めの緊急金融経済対策を決定．
厚生年金基金代行返上時期前倒し．

８ トヨタ自動車
３月期決算で経常利益１兆４１４０億円（前期比
２７．０％増，３年連続過去最高）．

１３ 金融庁
日本生命に，がん保険表示で業務改善命令．

９ 宇宙科学研究所
世界初の小惑星探査機「ミューゼズC」打上げ成
功．

２０ 公正取引委員会
東京証券取引所を「自由な取引を不当に拘束する
恐れがある」として注意．信用取引手数料を下げ
た２社に見直しを求めた疑い．

１２ そごう
「ミレニアムリテイリング」に改称，そごうと西
武百貨店を統合する持株会社に．

２３ 東京都
０４年度中の開業を目指して新銀行設立を発表．資
本金２０００億円，うち都が１０００億円出資．

２７ 日産自動車
米ミシシッピ州のキャントン工場が操業開始．米
国で２ヵ所目の完成車生産拠点．

３０ りそな
りそな健全化計画発表，公的資金投入に新手法，
初の「議決権付き優先株」．

２ 日経平均株価が８５４７．１７円に． １ 西武百貨店，そごう
経営統合，「ミレニアムリテイリンググループ」発
足．

２ 日本銀行
アジア債券基金（Asia Bond Fund）設立を発表．

９ 日本道路公団など道路関係４公団
民間並み基準の０３年３月期財務諸表を発表．本州
四国連絡橋公団は９７００億円の債務超過に．

６ 内閣府
景気動向指数研究会，景気の谷を０２年１月と判
定．景気後退期間は００年１０月から１５ヵ月間．

１６ 関兵精麦
民事再生法申請．北海道の「アルファリゾート・
トマム」売却へ．

１０ 政府
りそなグループに公的資金１兆９６００億円注入決
定．

２１ 福助
大阪地裁に民事再生法の適用を申請．負債総額
４２６億円．

１１ 新発１０年物国債
最低利回りを更新０．４３０％．

２３ 日本道路公団
民間企業並みの会計基準で高速道路の路線別試算
額を発表．中央・名神道など８路線で資産が１兆
円超に．

１７ 日経平均株価
終値９０３３円に．

２９ 東日本フェリー
東京地裁に会社更生法の適用を申請．九越フェ
リーなど関連４社も．

１８ 証券取引等監視委員会
東海東京証券とリテラ・クレア証券を「作為的相
場形成」（みせ玉）で調査．

１９ 債券価格
急落（長期金利急上昇），一時０．７３％に急上昇．

２５ 無担保コール翌日物金利
平均で初めてマイナスに，－０．００１％．



６１２

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００３年
６月

７月 ２６ イラク復興支援特別措置法
４年間の時限立法として可決，成立．

２ 政府 IT 戦略本部
「e-Japan 戦略 II」決定．

９ 次世代育成支援対策推進法
成立．

２３ 少子化社会対策基本法
成立．

８月 ８ IMF
対日経済審査報告，量的緩和拡大を求める．

８ 日本銀行
金融政策決定会合，現状維持を決定（全員一
致）．

１８ 小泉純一郎首相
欧州３ヵ国歴訪（～８月２３日）（各国首脳と
会談）．

１２ 福井俊彦日本銀行総裁
銀行保有株買い取り９月末で終了と表明．

２７ 北朝鮮に対する第１回６ヵ国協議
開始（～８月２９日）．

２７ 日本銀行
１兆円の資金供給オペを実施．

２９ 政府
「政府開発援助（ODA）大綱」を閣議決定（目
的に国益重視の姿勢）．



６１３経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
２６ 最高裁判所

固定資産税額の基準となる宅地の適正時価とは何
かが争われた上告審で，同税の評価額を自治体が
実勢価格より高く設定するのは違法との判決．

３０ 金融庁
公的資本受け入れた地域金融機関について合併予
定あれば普通株転換を猶予するとの「ガバナンス
強化の指針」公表．

１８ 改正保険業法
成立．生保の破綻前予定利率引き下げ可能に．下
限は３％．

７ トヨタ自動車
フォーチュン誌発表の０２年度世界大企業番付で８
位にランク．

２２ 日本銀行
資産担保証券買い入れ，みずほコーポレート銀行
が第一弾へ．２００～３００億円．

１１ YUASA，日本電池
共同持株会社設立を発表．０４年４月１日持株会社
「ジーエス・ユアサコーポレーション」発足．

２５ 改正銀行株式保有制限法
成立．銀行等保有株式取得機構の機能拡充のた
め．

１１ 成田空港民営化法
成立，０４年４月１日から「成田国際空港」に．

２５ 証券取引等監視委員会
大阪証券取引所を証券取引法違反容疑で大阪地検
に告発．

２２ 新日本製鉄，上海宝山鋼鉄
合弁会社設立に合意．

２５ ヤミ金融対策法（貸金業規制法及び出資法等の一
部改正法）
成立．５年以下の懲役，個人は１０００万円以下，法
人は１億円以下の罰金．

２８ 金融審議会
金融再生への公的資金活用など３報告書まとめ
る．税資産，公的資金，結論先送り 「公的資金
制度のあり方」，「自己資本比率規制」，「信託業の
あり方」．

２９ 金融庁
金融持株会社のリスク管理体制などをチェックす
る検査マニュアルを最終決定．

１ 金融庁
大手行含む公的資本投入１５銀行・グループに収益
改善求め業務改善命令．

１８ 米リップルウッド
英ボーダフォン傘下の日本テレコムを買収すると
発表．

７ 日本銀行
統計の誤り放置で幹部３人処分．CP統計ミス．

２８ 産業再生機構
経営再建支援の第一陣に九州産業交通，ダイア建
設，うすい百貨店（郡山市）の３社を正式決定．９
月１日三井鉱山の再建支援を正式決定．

８ 金融庁
決済機能の安定確保に関するプロジェクト・チー
ム設置．

８ 人事院
０３年度の国家公務員給与を４０５４円引き下げ勧告．

１２ 金融庁
大阪証券取引所に業務改善命令．上場準備３ヵ月
凍結．

１５ 東京都
「銀行税」和解申し入れ．和解案通り税返還なら，
自己資本が１％増加．

１８ 日経平均株価
終値１００３２．９７円に．

２０ 木村剛ら
「日本振興銀行」設立へ，中小金融特化経営に課
題．

２３ 銀行等保有株式取得機構
８月末を目途に買い取り条件を大幅緩和へ．

２５ 木村剛
金融庁顧問を退任．
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年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００３年
９月

２０ G７財務相・中央銀行総裁会議
（ドバイ）柔軟な為替相場制度の重要性を強
調した共同声明を発表（対中国，日本）．

１２ 日本銀行
金融政策決定会合，現状維持．当座預金残高
目標２７～３０兆円．国債現先オペの期間延長検
討を決定．

２０ 小泉純一郎自民党総裁
自民党総裁選挙で再選．

１２ 財務省 国債市場懇談会
物価連動国債（１０年物）を０４年発行を決定．
デフレなら元本減額．

２１ 小泉純一郎首相
自民党３役を決定（幹事長に安倍晋三官房副
長官，政調会長に額賀福志郎幹事長代理，総
務会長に堀内光雄（留任））．

１６ 日本銀行政策委員会
銀行保有株の買い取り０４年９月末まで延長を
決定．

２１ IMF 国際通貨金融委員会
日本に銀行・企業部門の改革とデフレ終息，
中期的財政の健全化を求める．

２６ 内閣府
０３年度の経済見通し改定，GDP名目０．１％，
実質２．１％成長．

２４ 民主党，自由党
合併し，民主党に．

１０月 ５ 石原伸晃国土交通相
藤井治芳日本道路公団総裁に辞表提出を要求
（１０月６日拒否したため解任手続きへ）．

３ 経済財政諮問会議
郵政民営化へ５原則．自民党はマニフェスト
で０７年郵政民営化．

１０ 参議院本会議
改正テロ対策特別措置法・改正公職選挙法な
ど９法案可決，成立．

５ 日本銀行
国債現先オペの期間を最長１年に延長する方
針を固める．

１５ 政府
イラク復興支援１５億ドル拠出を決定．

１０ 日本銀行
金融政策決定会合，追加金融緩和，当座預金
残高目標２７～３２兆円に増額．「安定的にゼロ
％以上」について３つの条件設定．

１６ 日本，メキシコ FTA交渉
決裂．農産物で対立解けず．

２４ 財務省
赤字地方債の財政投融資による引き受けを段
階的に廃止する方針固める．

３１ 日本銀行
金融政策決定会合，量的緩和政策現状維持，
当座預金残高２７～３２兆円．

３１ 日本銀行
政策委員会「経済・物価の将来展望」０４年の
消費者物価見通しの期待値－０．３％，GDPは
２．５％成長．



６１５経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
４ 社会保障審議会年金部会
来年の年金制度改革に向けた意見書案まとめる．

１ 産業再生機構
三井鉱山の再生支援を決定．

５ IMF
対日金融審査報告．

３ 新日本製鉄
名古屋製鉄所のガスタンクが爆発．１５人が負傷．

１２ 銀行，東京都
銀行税訴訟，和解へ，税率０．９％で．都，差額な
ど２３００億円返還．

８ ブリヂストン
栃木工場で火災発生．付近の５０００人が避難．

１７ 東京都，銀行１５行
銀行税訴訟で和解．最高裁で合意文書を交わす．

２５ 資生堂
中国各地の化粧品専門店と連携して販売店網を作
ると発表．

１８ 日経平均株価
終値１１０３３．３２円．１年３ヵ月ぶりに１万１千円台
に回復．

１８ 国土交通省
公示地価発表 全国比で前年比５．６％減．１２年連
続下落．住宅地は４．８％，商業地は７．４％下落．

１９ 金融庁
１５銀行・銀行グループの経営健全化計画を公表．
横並び対応に不満，地域金融機関の監督強化へ．

１９ 国土交通省都市再開発検討委員会
地方都市の中心市街地などを再開発する際，再開
発ビルの建設コストの一部を公共が補助し，都市
機能の更新を促進するような仕組みが必要だとの
報告をまとめる．

２２ 東京外国為替市場
一時１１１円台の円高．

２９ 東京三菱銀行
不良債権比率半減，１年半前倒し．９月中間，
３％台後半に．

２ 大手７行
銀行税返還金，１９３１億円に，中間期の収益押し上
げ．

１ 旭化成
持株会社制へ移行．

６ 日本銀行
CP 残高統計の遡及訂正．０１年４月以降のデータ
修正公表．

１ JR 東海
東海道新幹線品川駅開業．「ひかり」の運転本数
を減らし，「のぞみ」主体のダイヤに改正．

９ 金融庁
大手銀行に対し「繰り延べ税金資産」産出根拠の
情報開示を義務づけへ．

７ 三和シャッター工業
欧州第２位のシャッター・ドアメーカー，独ノボ
フェルム社を約２１７億円で買収したと発表．

２２ ソニー
金融持ち株会社，来春，事業会社で初．銀行・生
損保を統括．

１４ シーアンドエス
傘下のサークルケイ・ジャパン，サンクスアンド
アソシエイツとの対等合併を発表．０４年９月１日
新会社「サークルKサンクス」発足．

２８ ソニー
グループ従業員の約２万人削減など事業構造改革
を発表．デジタル家電に経営資源を集中．

２８ トヨタ自動車
第一汽車と合弁で販売総括会社「一汽トヨタ自動
車販売」を設立，１１月１日より営業開始と発表．

３０ ミサワホームホールディングス
経営再建策を発表．UFJ 銀行などに対する１０００
億円の優先株発行が柱．

３１ 産業再生機構
三井鉱山支援を再決定．



６１６

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００３年
１１月

９ 第４３回衆議院議員選挙
自民２３７，民主１７７，公明３４，共産９，社民
６，保守新４．自民党，伸び悩むも与党で過
半数確保．民主党は躍進．共産党・社民党，
後退．

１８ 厚生労働省
年金制度改革案発表．厚生年金保険料
１３．５８％から２０％まで引き上げる．給付は年
収の５割．

１３ 土井たか子社民党党首
衆議院選挙での敗北の責任をとり辞任（後任
に福島瑞穂幹事長）．

１８ 小泉純一郎首相
経済財政諮問会議で０４年度補助金１兆円削減
を指示．

１８ 自民党税制調査会
長老議員支配の「インナー」廃止．

２０ 内閣府
１１月の月例経済報告「景気持ち直し」宣言．

１９ 第１５８特別国会
召集（１１月２７日閉会）（衆参両院本会議，小
泉純一郎首相を首相に選出）．

２１ 日本銀行
金融政策決定会合，現状維持全員一致で決
定．景気「緩やかに回復しつつある」．

１９ 第２次小泉純一郎内閣
成立（閣僚全員再任）．

２６ 財政制度等審議会
０４年度予算編成で意見書，年金給付引き下
げ，支給開始年齢の引き上げ．

２７ 財務省
「０４年度の税制改革に関する中間報告」．

２９ 政府
金融危機対応会議，債務超過に陥った足利銀
行の一時国有化を決定．預金保険法１０２条に
よる初の「特別危機管理銀行」．

１２月 １０ 政府・与党
０４年度予算で地方への補助金１兆円削減で合
意．

１ 日本銀行
市場へ１兆円の資金供給．足利銀行関連．

１１ 日本，ASEAN特別首脳会議
開催（～１２月１２日，東京）（小泉純一郎首相，
東南アジア友好協力条約への加盟を表明）．

４ 自民党税制調査会
所得税の公的年金等控除と老年者控除を縮小
する方針固める．

１３ イラク駐留米軍
ティクリート近郊でフセイン元大統領拘束．

１０ 政府，日本銀行
外為市場で大規模円売り介入実施，介入は１
兆円規模．

２３ 米農務長官
ワシントン州でBSE（狂牛病）感染牛の存
在を確認したと発表．日本政府，米国産牛肉
の全面輸入停止決定．

１２ 政府・与党
地方への税源移譲０４年に４２４９億円（たばこ税）
を発表．

１５ 政府税制調査会
０４年度税制改正に関する最終答申を首相に提
出．所得税抜本改革を答申．

１６ 政府・与党
年金制度改革の大枠，保険料負担は年収の
１８．３５％（現行１３．５８％）で決着．

１９ 金融庁
銀行による証券仲介業を認可制のもとで解禁
する方針へ．

２０ 財務省
０４年度予算の財務省原案内示．

２２ 総合規制改革会議
最終答申提出．合意は４項目のみ．

２５ 経済財政諮問会議
「改革と展望」改定案了承．物価プラス転換
は０６年度以降へ目標遠のく．



６１７経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業
１４ 東京都

新銀行の母体，仏信託買収へ．BNPパリバを２０
億円で．

１ JR 西日本
非接触型 ICカード「イコカ」のサービス開始．０４
年８月１日阪急，京阪などが ICカード「ピタパ」
のサービス開始，以後関西地方の私鉄・バスに拡
大．０６年１月２１日「イコカ」と「ピタパ」の相互
利用開始．

２５ 財務省 公的債務管理政策研究会
「非市場性国債」の発行解禁を求める報告書公表．

１８ カシオ計算機，日立製作所
携帯電話の開発，設計，資材調達部門を統合する
共同出資会社の設立を発表．０４年４月１日「カシ
オ日立モバイルコミュニケーションズ」設立．

２８ 東京証券取引所
あしぎんFG株を一時売買停止．

２９ 宇宙航空研究開発機構
大型ロケットH２Aの打上げ失敗．

２８ 政府
足利銀行への公的資金投入決定．

２９ あしぎんフィナンシャルグループ（足利銀行）
破綻処理，９月中間期末も債務超過，公的資金１
兆円超，一時国有化へ．

２９ 金融庁
足利銀行の検査結果について．「経営監視チーム」
の設置について．

２９ 日本銀行
臨時政策委員会，特別融資で足利銀行の資金繰り
全面支援を決定．

１ あしぎんフィナンシャルグループ（足利銀行）
一時国有化，劣後債務，全額保護へ．

１ NTT
ブロードバンド（高速大容量）関連事業の新会社
「NTTレゾナント」設立．

１ あしぎん株
急落，売買は成立．あしぎんFG株価急落，１～
５円で推移．

１ 地上デジタル放送
開始（関東，近畿，中部地方の一部地域）．

１ 政府
あしぎんFGが保有する足利銀行の全株式をゼロ
円で取得，一時国有化完了．足利銀行向け劣後
ローンや劣後債（約８００億円）は全額保護へ．

３ 北陸電力，関西電力，中部電力
珠洲原発建設計画の凍結を合意（事実上の断念）．

２ 警視庁
武富士会長を逮捕，盗聴指示の疑い．

１９ 松下電器産業
松下電工の連結子会社化を発表．出資比率５１％に
引き上げ．

１７ 公正取引委員会
全国銀行公正取引協議会に外貨預金の広告改善を
要請．為替手数料の金額の明示なし．

２４ 東北電力
新潟県巻町での原発建設計画について，断念を正
式決定．

１９ 金融庁
証券仲介，銀行に認可制で解禁の方針．

１９ 地域再生本部
地域再生に向けた取り組みの方針や今後の日程を
示す「基本指針」を決定．自治体などが地域再生
について国にどのような要望を持っているかを募
集した上で支援していく方針．

２４ 金融審議会
答申，銀行への証券仲介業解禁を盛り込む．

２６ 金融庁
明治生命と安田生命の合併を認可．０４年１月１日
合併．



６１８

年月日 政治・社会・海外情勢 経済政策
２００３年
１２月

２６ 財務省
日銀との間で外国為替資金特別会計保有の米
国債を買い戻し条件付きで売却する合意．介
入資金調達．

２００４年
（平成１６年）
１月

１９ 自衛隊
イラク派遣開始．陸上自衛隊先遣隊がイラク
国内に入る（初めての陸上自衛隊の戦闘地域
への派遣）．

４ 竹中平蔵経済財政・金融相
プライマリーバランスを１０年代初頭に黒字化
目標．毎年GDP比０．５ポイントずつ改善．

１３ 政府
介入資金（円売り）を得るために，日銀に米
国債５兆円分売却．米国債売却による介入資
金調達は８７年以来．

１６ 経済財政諮問会議
構造改革と経済財政の中期展望－０３年度改
定．プライマリーバランスを１３年度に黒字化
する．

１９ 政府
０４年度の政府経済見通し，GDP実質１．８％，
名目０．５％成長，閣議決定．

２０ 日本銀行
金融政策決定会合「当座預金残高の目標を
３０～３５兆円程度に引き上げ」「経済・物価の
将来展望」の中間評価公表．

２月 ５ 日本銀行
金融政策決定会合，金融政策現状維持を全員
一致で決定．

２６ 日本銀行
金融政策決定会合，金融政策現状維持決定．
国債の「品貸し」制度導入の検討．

３月 １ ０３年度の対中国ODA総額
約１０８０億円で００年度のほぼ半額に減少，７９年
度のスタート以来の累計約３兆３３３４億円に
（その後，中国の軍備増強・経済発展などを
受けて対中国ODA見直し論高まる）．

１６ 日本銀行
金融政策決定会合，金融政策現状維持を全員
一致で決定．

１ 完全失業率
４．７％（３年ぶりの低水準）．

１９ 政府
０４年度からの「規制改革・民間開放推進３ヵ
年計画」を決定．

１ ４３市町村
合併，８市に再編される（全国市町村数
３１３５）．

２６ ０４年度予算
成立．一般会計総額８２兆１１０９億円．国債依存
最高の４４．６％，新規国債発行３６兆５９００億円．

１２ 政府
メキシコとのFTA締結で正式合意．農業を
含む包括的なFTAは初めて．



６１９経済年表

金融・証券，不動産・建築 産業

１ 明治生命，安田生命
合併し，明治安田生命保険相互会社に．

１５ ユシロ化学工業，ソトー
米系投資ファンドの株式公開買い付けへの対抗策
発表．ユシロは増配，ソトーは経営陣による企業
買収．２月２４日買収劇終了，米系投資ファンドの
取得は発行済み株式の１％弱に．

１２ スルガ銀行
生体認証の預金商品導入へ．

１９ 日本エアシステム
就航中のMD８１型機とMD８７型機にエンジン異
常．１２０便の欠航を決定．

１５ 金融庁
０５年度に，株式の不公正取引などに課徴金を科す
制度を創設．

２４ みずほ銀行
来年度からクレジット一体型カードを全預金者に
発行へ．

２６ りそな銀行
４月１日からほぼすべての支店・出張所で平日の
窓口営業時間を午後５時までに延長．

４ 千葉県住宅供給公社
９００億円に上る債務の一部免除などを金融機関な
どに求める特定調停を東京地裁に申し立て．

３ パイオニア
NECのプラズマパネル事業を約４００億円で買収と
発表．９月３０日付で譲渡，１０月１日完全子会社の
「パイオニアプラズマディスプレイ」発足．

９ 新生銀行
株式上場に伴う売り出し価格を５２５円に決定した
と発表．

１２ ０３年の携帯電話端末の国内出荷台数
５０７８万４０００台と初めて５０００万台を突破．電子情報
技術産業協会調べ．

１７ 経済財政諮問会議
郵政民営化の議論開始．

１６ カネボウ
花王への化粧品事業売却を白紙撤回し，産業再生
機構に支援を要請すると発表．

１９ 新生銀行
株式上場．初値８７２円．

２３ 三菱ふそうトラック・バス
走行用の電気モーターと発電用ディーゼルエンジ
ンを併用するタイプのハイブリッド型バスを国内
メーカーで初めて量産すると発表．

２７ 地域再生本部
規制改革や制度改革を盛り込んだ地域再生策決定
（学校など補助金を投入した施設を転用する際，
資金の返還を免除することなど）全部で１４１件決
定．

２４ 山之内製薬
藤沢薬品工業を吸収合併することを発表（国内２
位に）．５月２４日正式調印．０５年４月１日「アス
テラス製薬」発足．

１ 三井生命
銀行に対する住宅ローンの取次業務に参入．

１ トヨタ自動車
３月期決算で税引き後利益１兆１６２０億円（前期比
５４．８％増，１兆円超は日本企業初）．

１ 米S&P
三井生命の格付け見通し引き上げ．

１ 日産自動車
３月期決算で売上高７兆４２９２億円，営業利益８２４９
億円（ともに過去最高を更新）．

３ みずほフィナンシャルグループ
公的資金５０００億円超を月末までに返済する方針．

１０ 産業再生機構
本体・化粧品一括でカネボウ再建支援を決定．化
粧品には３６６０億円．５月７日化粧品事業会社「カ
ネボウ化粧品」発足．９月１３日カップめんなど５
事業の売却と飲料事業の清算を発表．

５ 総務省
日本郵政公社での投信販売断念．通常国会への法
案提出見送り．

１１ 三菱ふそうトラック・バス
車輪設計上の欠陥を認め，国土交通省にリコール
届け出を表明．５月６日神奈川県警，道路運送車
両法違反（虚偽報告）で前三菱ふそう会長ら７人
を逮捕．


